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序     文 

 

本事前調査は、フィリピン共和国政府から日本政府に対して要請がなされた「水道技術トレーニン

グセンタープロジェクト」に基づいて、JICA フィリピン事務所が中心となり、要請元である地方水

道公社との要請内容についての議論を通じて形成されたプロジェクト計画案の妥当性について検証

を行ったものです。本調査の結果、その妥当性が確認されるとともに、経営の自立性に劣る小規模水

道区のサービスと経営状況の改善に主眼を置く協力内容とすることで、フィリピン側と日本側が合意

し、ミニッツに取りまとめました。 

本プロジェクトは、従来から多くのプロジェクト方式技術協力でとられてきた拠点主義方式（地方

の各水道事業体を育成するための中央政府当該機関の能力強化を図る）ではなく、実際に地域住民に

対して給水サービスを提供している水道事業体をターゲットグループとして、その水道事業運営全般

に係る能力強化と併せて、施設改善に係る支援を直接的に行うことで、具体的なサービスの改善と持

続的な事業経営を可能にし、地域住民が本プロジェクトの協力の成果を持続的に享受できるアプロー

チに主眼を置くものです。本プロジェクトの実施により、地域住民の安全、かつ、持続的な飲料水へ

のアクセスに大きく貢献することが期待されます。 

終りに、本調査の実施に際し、多大なるご支援とご協力を賜りました関係各位に対しまして、心よ

り感謝申し上げます。 

 

平成 17 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理  事 金 子 節 志
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第１章 調査概要 

１－１ 背景と目的 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は、中期開発計画 2001-2004 において、2000

年 12 月時点で 1840 万人（水道普及率 88.1％）であった地方部（Urban Area）における給水人口を、

2004 年時において 2030 万人（水道普及率 89.6％）まで向上させることを目標に掲げて取り組んでい

る。地方部（Urban Area）において給水サービスを提供している水道事業体は、主に水道区、地方自

治体及びコミュニティレベルに分類されるが、その中でも水道区による給水人口を 1010 万人から

1140 万人へ向上させるとしている。 

フィリピン全国にある 435 の水道区のうち、296 水道区（68％）は給水栓数 200～1,500 の小規模水

道区で、その多くは、初期の設備投資に要した過重債務を抱えて財務状況が悪く、施設の不備・老朽

化に対処できずにサービスの質が低下し、結果として給水栓数が減少するという悪循環に陥っており、

安全な水供給の観点からは、むしろ後退が懸念される状況にあり、優先的な取り組みが必要となって

いる。 

かかる背景の下、フィリピン政府は 2003 年 3 月、日本政府に対して地方水道公社（LWUA）のト

レーニング機能の強化を目的とした「水道技術トレーニングセンター・プロジェクト（旧プロジェク

ト技術協力）」の実施を要請した。JICA は、当初の要請目的である中央政府当該機関（LWUA）の能

力強化は重要な課題ではあるが、水道区のサービスと経営改善への直接的な裨益をより高めることを

念頭に置き、そのアプローチの見直しについて、要請元である LWUA と協議を重ねてきた。 

本調査では、これまで JICA と LWUA で検討されてきたプロジェクト計画案について、その妥当性

を検証し、プロジェクト計画案を完成させるとともに、同案の内容及び比政府負担事項等について

LWUA と合意し、これをミニッツで確認することを目的とする。 

 

１－２ 調査内容 

以下の主要７項目について、比中央政府及び水道区関係者からのヒアリング、水道区の訪問調査（ケ

ーススタディ）及びワークショップ等を通じて調査・検討を行った。 

1.  水道区を取り巻く状況 

2.  施設改善支援によるサービスと経営に与える効果 

3.  水道区選定に係る指針、方法 

4.  施設改善支援に係る実施方法 

5.  事業効果の普及システム 

6.  選定水道区以外の水道区の扱い 

7.  プロジェクト・デザイン 
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１－３ 調査団の構成 

担当業務 氏 名 所 属 

総括 松浦 正三 JICA フィリピン事務所長 

協力企画 笠松 健治 JICA フィリピン事務所 

水道技術 山崎 章三 
厚生労働省推薦団員 

（㈱クボタ 鉄管事業部 顧問） 

水道計画 福田 文雄 （株）ソーワコンサルタント 

経営・財務分析 森 真一 （有）アイエムジー 

プロジェクト 
計画分析 

佐々木 健一 （株）シーエスジェイ 

 
１－４ 調査スケジュール 

・国内準備：2004 年 12 月 20 日～12 月 24 日（5 日間） 

・現地調査：2005 年 1 月 10 日～2 月 15 日（37 日間） 

・国内整理：2005 年 2 月 16 日～2 月 20 日（5 日間） 

詳細は添付「調査スケジュール」を参照。 



 

-3- 

第２章 調査・検討結果 

２－１ 水道区を取り巻く状況 

・フィリピン政府は、新中期開発計画（2004‐2010）において、マニラ首都圏外の 633 の“Waterless1” 

Municipalities に安全な飲料水を供給することを優先課題として位置付け、地方部の Rural Area にお

けるレベルⅠ＆Ⅱ2を中心とした水道開発に取り組もうとしている。しかし、フィリピン政府の財

政は悪化の一途をたどっており、当該セクターに対する政府（LGUs も含む）の投資には限界があ

り、この実施のための資金の手当てが最大の課題となっている。 

・他方、地方部の Urban Area においてレベルⅢによる給水サービスを行っている水道区のうち、経

営の自立性が確保されている水道区（Creditworthy Water Districts）に対しては、民間資金を積極的

に活用した水道事業運営を、また経営の自立性に劣る水道区（Less-creditworthy Water Districts）に

対しては、LWUA からの資金を優先的に手配するように「上下水道セクターに対する新しい融資

政策（EO 279）」（2004 年 2 月）に示された。しかし、水道区に対する民間セクターによる積極的

な融資はいまだ期待できる状況になく、また、LWUA は 2006～2010 年に 3 億 6000 万ペソ程度の

資金しか有していない現状を考慮すると、この実施は困難な状況にある。 

・仮に、これら経営の自立性に劣る小規模水道区が LWUA から追加融資を受けられたとしても、年

利 8.5～12％程度と高い金利負担が、さらに経営を圧迫する可能性が高く、無償あるいは低利の資

金の調達はこれら水道区にとって経営/サービスの改善を図るうえで必須条件となっている。 

・これら水道区の多くは、彼らの営業収益からみても返済が困難と思われる債務を抱えており、現

状のままでは債務だけが雪だるま式に膨らみ、経営破綻して水道区が存続できなくなる可能性が

ある（←1980 年代末から水道区の規模に応じた適切な事業内容の検討がなされないまま、無秩序

に LWUA のローンの貸付を最優先させた結果といえる）。 

・結果として、経営の自立性に劣る小規模水道区は取り残されていく可能性が高く、住民の安全な飲

料水へのアクセスが脅かされる状況にある。 

 

２－２ 施設改善支援によるサービスと経営に与える効果 

ケーススタディの結果、概していえることは以下のとおり。詳細は付属資料 3.プロジェクト・ドキ

ュメントの“ケーススタディ・レポート”及び“住民意識調査結果”を参照。 

（１）総論 

・既存施設の補修支援だけでは、サービスの改善には資するものの、債務返済の目処が立つまで

の大幅な料金収入の増加が見込めず、抜本的な経営改善につながりにくい。 

・給水施設/区域の拡張を含んだ支援であれば、適当な料金収入の増につながり、長期的に経営

の自立性が確保される可能性が高い。 

・債務返済が滞っており、債務残高が大きく、財務的に事実上破綻している水道区の場合は、本

プロジェクトによる再建は困難である。 

・水源水質に問題を抱えている水道区は水質の改善、また水量に問題を抱えている水道区は、代

                                                        
1 Defined as areas with less than 50% water supply coverage 
2 レベルⅠ：1 ヵ所の井戸や湧水水源を付近の住民約 15 世帯が利用 
レベルⅡ：配水管を伴うシステムで 1 ヵ所の水栓を約 5 世帯で共同利用 
レベルⅢ：各戸給水システム 
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替水源の開発をなくしては水道事業体としての存続は困難である。 

・現在給水サービスを受けている世帯には、給水水質に不満を抱えている世帯が多く、契約数の

減少や水道料金の未払いの一因となっている。ただし、給水水質が改善されれば、水道料金の

値上げへの同意、また新規契約を希望する世帯も多い。 

（２）サービスの改善に対する期待される効果 

・処理施設の建設及び代替水源の開発による給水水質の改善 

・新規水源の開発及び配水施設の整備による給水区域の拡張や給水量・時間の改善 

（３）経営の改善に対する期待される効果 

・上記サービスの改善による顧客数の回復や増加による増収 

・上記施設の改修・整備による運転コストの削減 

 

２－３ 水道区選定に係る指針、方法 

（１）選定指針 

本プロジェクトの支援によって見込まれる増収の一部を将来の施設の更新・拡張のために貯蓄

することが可能で、長期的に自立的な水道事業運営が期待できる水道区を選定する。 

（２） 選定プロセス 

１）LWUA の基準で小規模に区分されている水道区から以下の基準により対象水道区（約 60）

を選定する。 

・ドイツ復興金融公庫（KfW）及びアジア開発銀行（ADB）プロジェクトの対象となってい

ない水道区 

・LWUA への債務返済に困難を来している水道区 

・過度に債務がなく長期的に経営の自立性の達成が可能な水道区 

２）対象水道区の実態調査を行い、現状の問題点を分析し、事業を実施した場合の技術的・財務

的改善効果を予測し、それらをまとめたプロファイルを作成する。 

３）プロファイルに基づいて、以下の条件を含む選定基準を設定し、プロジェクトによって改善

を図る選定水道区を地域的なバランスも考慮して、総合的に評価して決定する。 

・地域住民の水道水の必要性（ニーズ） 

・施設改善支援後の財務改善の可能性 

・将来の更新・拡張のための自己資金確保の可能性 

４）選定水道区の決定に際しては、プロジェクト及び水道区間で合意書を交わして、プロジェク

トへの参画及び必要な負担事項についてコミットさせる。 

（３）選定水道区の数 

20 水道区 

（４）選定水道区の地域的な戦略 

ルソン地域、ビサヤ地域、ミンダナオ地域からバランス良く選定することとし、作業の効率性

の観点から地域ごとに順次実施していく。 

 

２－４ 施設改善支援に係る実施方法 

・計画策定：プロジェクト（JICA-LWUA チーム）指導のもと、水道区が作成 

・設計、入札図書の作成：プロジェクトが調達するコンサルタントが契約に基づいて実施する。プロ
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ジェクトはその指導・監理を行う。 

・施工監理：プロジェクトが調達するコンサルタントが契約に基づいて実施する。プロジェクトはそ

の指導・監理を行う。 

・施工：プロジェクトが調達するコントラクターが契約に基づいて実施する。プロジェクトはその指

導・監理を行う。 

＊ただし、資機材（パイプ、バルブ、メーター）の調達については、コンサルタントが作成した資機材調達計画に

従って、プロジェクトが調達する（JICA 調達ガイドラインに従うものとする）。 

 

２－５ 事業効果の普及システム 

本プロジェクトで直接的にサービスと経営の改善を支援する約 20 の選定水道区を各地域における

「小規模水道区のサービス・経営改善成功事例」として研修プログラムに取り込み、ケーススタディ

や水道区の経営者による講義等を通じて、地域における事業効果の波及を促進していく。また、選定

水道区に対するアプローチや成果を LWUA にフィードバックすることにより、同様な問題を抱える

小規模水道区の改善や今後の施策に反映させ、事業効果の普及を図ることとする。 

 

２－６ 選定水道区（約 20）以外の水道区の扱い 

・本プロジェクトの一つのコンポーネントである研修プログラムにおいて、これら水道区に横断的に

見られる課題（経営・財務管理、上水道システム、水質管理）について、その対処能力の向上を図

る。 

・具体的な施設の改善については、フィリピン政府からの財政支援が困難な場合は草の根無償等の可

能性を模索するとともに、本プロジェクトの継続（フェーズ２）としての可能性を検討する。 

 

２－７ プロジェクト・デザイン 

本プロジェクトは、フィリピン政府関係機関（NEDA、DOF、LWUA、LBP、DBP、小規模水道区

経営者等）や国際開発援助機関（WB、KfW）との協議及びワークショップをとおしてデザインされ

たものである。プロジェクト・デザインに係る詳細は、付属資料 3 を参照。 

 

（１）協力の概要 

経営状況が悪く、自立的な水道事業の運営が危ぶまれている小規模水道区に焦点を当て、これ

ら水道区のサービスと経営・財務状況の改善を図ることにより、地域住民の安全かつ持続的な飲

料水へのアクセスの確保を推進するものである。水道区の主体的な参画の下、水道区の実情、受

益者のニーズに基づいたサービス・経営改善計画の作成とその実施を支援するとともに、水道事

業運営全般に係る水道区職員の能力を強化することにより、具体的なサービスと財務状況の改善

を図り、水道区による自立的な水道事業運営をめざす。また、これらの方策と成果を LWUA に

還元し、同様な問題を抱える小規模水道区の改善やその後の施策に反映させるものである。 

１）上位目標 

（プロジェクトが定める指針により、経営の自立性に劣る小規模水道区の中から選ばれる選

定水道区（約 20）を除く約 40 の）対象水道区における給水サービス及び経営が改善される 

２）プロジェクト目標 

（プロジェクトが定める基準により、約 60 の対象水道区の中から選ばれる約 20 の）選定水
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道区における給水サービス及び経営が改善され、（選定水道区を除く約 40 の）対象水道区にお

いてサービス及び経営改善のための方策が示される。 

３）成果と活動 

   成果１：対象水道区のプロファイルが作成され、具体的に経営改善を図る水道区が選定される。 

   活 動：対象水道区に対して実態調査（経営・機能診断）を行い、対処水道区の個々のプロフ

ァイルを作成するとともに、住民のニーズ、経営改善の可能性、事業効果を総合的に評

価し、プロジェクトによって改善を図る水道区を選定する。 

 

   成果２：選定水道区において、水道事業経営/サービス改善計画が作成される。 

   活 動：水道区経営者の主体性に基づき、より実効可能性の高い経営改善/施設改善計画をワー

クショップ及び OJT と通じて作成する。 

 

   成果３：上記改善計画に基づいて、選定水道区の給水施設が改善される。 

   活 動：施設改善計画の実施段階（詳細設計及び施工監理）においては、サービス（コンサル

タント、コントラクター）を調達して実施するが、プロジェクトは選定水道区と協働の

下これを適切に指導・監理する。 

 

   成果４：対象水道区における水道事業運営全般に係るマネージメント能力が強化される。 

   活 動：現状分析、改善計画の作成段階から改善支援実施後の財務管理、施設維持管理につい

て、水道区を主体的に参加させ、技術協力プロジェクト（TCP）チームの助言・指導の

下で一連の作業を実践させることによって水道事業運営全般に係るマネージメント能

力の強化を図る。また、対象水道区（その他 40 の水道区）のマネージメント能力の強

化は、研修プログラムを通じて行う。 

 

   成果５：LWUA における対象水道区に対する支援体制が強化される。 

   活 動：プロジェクトの活動全般を通じて小規模かつ経営の自立性に劣る水道区のサービスと

経営状況の改善のためのノウハウを LWUA カウンターパートに蓄積する。また、LWUA 

の小規模かつ経営の自立性に劣る水道区の効率的な育成に係る方策やプログラムにつ

いて、提言・助言を行う。 

４）実施スケジュール 

詳細は添付付属資料 3 の“PO”を参照。 

Time Frame Major Activities 
2005.7～2006.1 （約 60 の）対象水道区のプロファイルの作成 
2006.1～2006.2 （約 20 の）選定水道区の決定 
2006.5～2007.3 水道事業経営/サービス改善計画の作成 

（フェーズ 1：最初の約 10 の水道区を対象） 
2007.4～2008.3 施設改善工事の実施支援 

（フェーズ 1：最初の約 10 の水道区を対象） 
2006.5～2008.3 選定水道区における継続した OJT による水道事業運営全般

に係るマネージメント能力の強化 
（フェーズ 1：最初の約 10 の水道区を対象） 

2008.4～2009.12 モニタリング・フォローアップ支援 
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（フェーズ 1：最初の約 10 の水道区を対象） 
2008.5～2009.3 水道事業経営/サービス改善計画の作成 

（フェーズ 2：残りの約 10 の水道区を対象） 
2009.4～2010.3 施設改善工事の実施支援 

（フェーズ 2：残りの約 10 の水道区を対象） 
2008.5～2010.3 選定水道区における継続した OJT による水道事業運営全般

に係るマネージメント能力の強化 
（フェーズ 1：残りの約 10 の水道区を対象） 

2010.4～2010.6 モニタリング・フォローアップ支援 
（フェーズ 2：残りの約 10 の水道区を対象） 

2006.8～2010.5 対象水道区の研修プログラムの実施 

５）投入（インプット） 

a） JICA 専門家 

① プロジェクト・マネージャー（水道計画） 

プロジェクトを統括する。また、対象水道区の実態調査（経営・機能診断）及びプロフ

ァイルの作成、対象水道区全体改善指針の作成、選定水道区の改善計画作成に係る指導、

上水道システムに係る研修講師、LWUA の対象水道区の育成に係る効果的な方策やプロ

グラムについて提言・助言を行う。 

② 調整員 

チーフ・アドバイザーを補佐し、プロジェクトの運営、財務管理を行う。  

③ 経営・財務 

選定水道区の経営改善のため、経営・財務に係る助言・指導を行う。また、対象水道区

の実態調査（経営・機能診断）及びプロファイルの作成、対象水道区全体改善指針の作成、

経営・財務管理に係る研修講師を行う。 

④ 水道施設設計 

選定水道区の施設改善のため、技術的側面から設計・積算・入札・施工監理に係る助言・

指導を行う。また、浄水処理施設設計・維持管理指針及び標準設計図の作成を行う。 

⑤ 水理地質・地下水開発 

選定水道区の新規水源井戸の調査及び建設のため、技術的側面から助言・指導を行う。 

⑥ 浄水施設維持管理 

選定水道区に建設される浄水施設の運転・維持管理に係る助言・指導を行う。また、対

象水道区を対象とした水質管理に係る研修講師を行う。 

＊上記専門家は、従来型の長期専門家のようなアサイメントの形態をとるものではない。 

b） 現地適用化活動費（給水施設改善支援のための費用） 

2 億円（1,000 万円/水道区×20 水道区） 

c） 機材 

① 簡易水質分析機（選定水道区） 

② 水道料金徴収管理関連機材（選定水道区） 

③ 事業管理用事務機器（選定水道区） 

d） 研修関係 

① 研修プログラム：対象水道区関係者に対して、小規模で経営の自立性に劣る水道区に   
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横断的にみられる技術的な課題（経営・財務管理、上水道システム、水質管理）につい

て、研修プログラムを通じてその対処能力の強化を図る。 

② ワークショップ/セミナー：上記研修のほかに、プロジェクトの成果を対象水道区や

LWUA に普及させるため、必要に応じてワークショップ/セミナーを開催する。 
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第３章 先方政府との確認事項（ミニッツの内容） 

調査団は、セクターの最新動向、水道区を取り巻く状況、小規模水道区が抱える問題点の把握等を

目的として、フィリピン政府関係機関（NEDA、DOF、LWUA、LBP、DBP、小規模水道区経営者等）

や国際開発援助機関（WB、KfW）と協議を重ね、その結果、プロジェクトのデザイン、先方政府の

負担事項等の以下事項について先方政府機関とミニッツで確認した。詳細は、付属資料 6.主要面談者

リスト、付属資料 7.議事録及び付属資料 5.ミニッツを参照。 

 

３－１ プロジェクト・タイトル 

〈変更前〉 

英文：Water Supply Technology Training Center Project 

和文：フィリピン国水道技術トレーニングセンター・プロジェクト 

〈変更後〉 

 英文：Small Water Districts Improvement Project 

 和文：フィリピン国地方水道改善プロジェクト 

 

３－２ プロジェクト・デザイン 

「第２章の「2-7 プロジェクト・デザイン」のとおり。 

 

３－３ PDM 

付属資料 5 ミニッツの PDM のとおり。 

 

３－４ プロジェクト実施体制 

付属資料 5 ミニッツのプロジェクト実施体制図のとおり。 

 

３－５ プロジェクト管理体制 

本プロジェクトの適切な管理を目的として、合同調整委員会（JCC）を組織し、年に 1 回、または

その必要が生じたときに開催する。 
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〈JCC〉 

1. 機能 プロジェクトに係る年間活動計画の承認 

モニタリング結果の評価 

プロジェクトに係る諸問題の対応策の検討 

2. メンバー （フィリピン側） 

LWUA 長官（事業実施・総括責任者） 

LWUA 副長官（副総括責任者） 

LWUA Head カウンターパート（プロジェクト･マネージャー） 

NEDA 代表 

その他、プロジェクト側が指名する関係者 

（日本側） 

JICA 比事務所長 

JICA 専門家 

その他、日本側が指名する関係者 
 
３－６ 先方政府負担事項 

・協力の効果の持続性及び最大活用のための措置 

・JICA 専門家に対する便宜供与 

・カウンターパート職員の手配、JICA 専門家執務室等の提供 

・事業の実施に係る必要費用の負担 
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第４章 プロジェクト評価の結果 

本プロジェクトの実施は総合的見地から妥当である（詳細は付属資料 3.プロジェクト・ドキュメン

トを参照）。 

 

４－１妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・フィリピン国の中期開発計画において地方部における水道普及が掲げられ、セクター政策（EO279）

において経営の自立性に劣る水道事業体の育成が重要課題として位置づけられており、フィリピン

国セクター上位計画及び開発政策との整合性がある。 

・地方部における「上水道整備/安全な水の提供」に係る支援は、我が国の対フィリピン国別援助計

画及び国別援助実施計画においても、援助重点４分野の一つである「格差是正－基礎的生活条件の

改善」に資するものとして位置づけられている。 

・本プロジェクトは、公的財政支援のない中で、現状では自立的な事業の継続が危ぶまれる水道区に

おいて、具体的にサービスと経営の改善を図り、自らの経営努力による自立的な水道事業の継続を

可能にし、開発の遅れている地方部における安全で安定的な水道サービスの維持と普及を図るもの

であり、その緊急度・必要性は高い。 

・地域住民を中心に据え、地域住民に確実に届く方策及び様々な専門的知識（人材）を活用するアプ

ローチが検討されており、「人間の安全保障」の視点からも妥当性がある。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと見込まれる。 

・本プロジェクトは、約 20 の選定水道区において、そのサービスと経営を具体的に改善することを

目標とし、①対象水道区の問題、ニーズ、改善可能性を踏まえた水道区の選定、②改善計画の作成、

③サービスに不可欠な施設の改善、④水道区経営者・職員の実務能力の向上、⑤水道区の育成・支

援を行う LWUA の技術支援能力の強化を図る、というようにプロジェクト目標、さらに上位目標

に向かうために必要な成果が、目的と手段の関係で検討・計画されており、その指標も明確である。 

・本プロジェクトは、LWUA や水道区関係者との協議及び参加型計画立案ワークショップ、現地調

査による現状分析とケーススタディ、住民の意識調査など、十分な調査・検討と議論を経て計画さ

れており、実施段階においても、水道区の主体性に基づき、プロジェクトと水道区双方の役割と責

務を明確にした合意と協力の基に改善事業を行うとしており、関係者の高いコミットメントの下に

活動が実施されることが期待できる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の事由により効率的な実施が見込まれる。 

・選定水道区の改善可能性と効果の検討などを含めた選定指針が事前に整理されており、現地調査、

選定クライテリア作成、改善計画作成、施設改善の実施、実施後のモニタリング・フォローアップ、

さらに関係者の研修・訓練がプロセスを追って適切に計画されている。 

・改善計画作成から施設改善、その後の運営管理まで、水道区の主体的な参加の下に事業を行うこと
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で、現場の実情に即した改善が効率的・効果的に行われる可能性が高い。 

・施設改善支援は、現地に適合した安価で維持管理の容易な施設を想定しており、ローカルコンサル

タント/コントラクターをプロジェクトが入札により直接調達・監理することで、安価で効果的な

支援が実施される可能性が高い。 

・本プロジェクトは業務実施契約に基づく専門家派遣を想定しており、その投入は 5 年間で約 100

人月と、従来の長期派遣専門家を中心とした技術協力プロジェクトに比較して格段に少ない人的投

入での実施が見込まれている。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

・本プロジェクトは、融資を中心戦略とする現在のセクター政策から取り残され、事業の継続が危ぶ

まれる小規模で経営の自立性に劣る水道区において、その主体性を尊重しつつ、直接的に技術と施

設を投入して、具体的なサービスと経営の改善を図る新たなアプローチである。「経営の自立性に

劣る水道事業体を持続性・自立発展性のある水道事業体の育成」を掲げる EO279 の実施に大きな

インパクトを与えることが期待される。 

・本プロジェクトでは、約 20 の選定水道区において、直接的な改善支援を行うことで地域住民約 8

～12 万人が直接的な裨益を受けることが見込まれる。また、研修プログラムを通じて他の対象水

道区関係者の能力向上とともに、LWUA の能力強化も計画に組み込まれており、将来、水道サー

ビスの根幹にかかわる施設の改善に必要な資金が提供され、残る約 40 の対象水道区の改善が図ら

れれば、最終裨益人口は約 24～36 万に達すると見込まれている。開発の遅れている地方部の基礎

的生活条件の改善に大きなインパクトが期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、以下のように予測される。 

・安全な水の提供は、国家開発計画において、基礎的生活条件改善に係る重要課題として挙げられて

おり、その国家政策は中長期的にも変わらないものと予測できる。 

・プロジェクトによる技術移転は、選定水道区関係者及び LWUA カウンターパートを対象に、主に

現場での活動を通じて行われる予定であり、実践的な能力の向上が見込まれる。 

・選定水道区は、プロジェクトによってサービスと経営が改善され、自立的な事業運営が可能となる

ことを目標にしている。また、施設改善支援は水道区の主体的な参画の基に行われ、必要最低限の

施設整備と、その運営管理のための実践的な指導・訓練のほか、減価償却費の積み立て指導なども

検討されており、プロジェクト終了後も適切に維持管理されることが見込まれる。 
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事業事前評価表（案）（技術協力プロジェクト） 

作成日：2005 年 3 月 15 日 
担当部所：フィリピン事務所

１．案件名

（英）Small Water Districts Improvement Project in the Philippines 
（和）フィリピン国地方水道改善プロジェクト

２．協力概要

（１） 協力内容

フィリピンにおける水道セクターは、1980 年初めから多くのドナーの支援もあり、住民の水へ

のアクセスという観点からは全般的に改善されてきている。しかしながら、フィリピン政府の

財政状況も反映して、政策と現実のギャップが大きく、これら政策が十分に機能していない面

がある。特に、財務状況が健全とは言えず、自立的な水道事業経営が危ぶまれている水道事業

体（水道区1、地方自治体2、水道組合3）が多く存在する。 

本プロジェクトにおいては、これら水道事業体のうち、経営の自立性に劣る小規模な水道区に

焦点をあて、“協力の成果が地域住民に直接届くアプローチ”を目指し、水道事業運営全般に係

るマネージメント能力の強化を図ることに併せて、経営改善にボトルネックとなっている給水

施設の改善についても具体的に支援することにより、地域住民の安全、かつ、持続的な飲料水

へのアクセスを推進するものである。

全国にある約 291 の小規模水道区の中から施設や財務上の健全性に劣るものの、その改善が期

待できる水道区を“対象水道区”として約 60 を選定4し、更に、これら対象水道区の中から、

本プロジェクトの支援（比較的小規模な追加的資金の投入と水道事業運営全般に係る能力強化）

により長期的な経営の自立性の確保が見込める水道区を“選定水道区”として約 20 を選定5す

る。選定水道区に対しては、経営とサービスの改善にボトルネックとなっている給水施設の改

善と水道事業全般に係るマネージメント能力の強化を目的とした現場における実地研修やモニ

タリング・フォローアップ指導により、具体的な経営とサービスの改善に繋げる。また、選定

水道区を除く対象水道区（約 40）に対しては、将来的な経営改善に備え、研修プログラムを通

じて、水道区が抱える横断的な課題に係る対処能力の向上を図る。また、本プロジェクトの方

策や経験を地方水道公社（LWUA）6に還元し、同様な問題を抱える小規模水道区の改善やその

後の施策に反映させるものである。

1 人口 2 万人以上の町に設立され、独立採算による事業運営を基本とする水道事業体。全国に 447 の水道区があ

り、約 15 百万人に給水サービスを提供している（Water Districts Directory 2003-2004 による）。 
2 約 350 の地方自治体が、約 7 百万人に給水サービスを提供している。 
3 地域住民（コミュニティ）が点水源（井戸）や共同水栓システムを運営管理し、約 35 百万人はこのシステムに

アクセスしている。
4 選定基準は、他ドナーや国際開発金融機関の融資対象水道区以外であること、LWUA に対する債務返済に困難

をきたしているものの、過度に債務がなく、長期的に経営の自立性の達成が可能な水道区であること。
5 地域住民のニーズ、財務改善の可能性、適切な減価償却費積み立ての可能性、貧困地域等を考慮して、総合的に

評価して決定する。
6 1973 年の PD198 で設立された政策金融機関で、水道区の水道開発プロジェクトに必要な資金の融資、それに

付随する技術サービス及びトレーニングを有料で提供している。

２. 事業事前評価表（案）
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（２） 協力期間 

2005 年 7 月～2010 年 6 月（5 年間） 
 
（３） 協力総額（日本側） 

約７億円 
 
（４） 協力相手先機関 

地方水道公社（LWUA：Local Water Utilities Administration） 
 
（５） 国内協力機関 

特になし 
 
（６） 裨益対象者及び規模等 

１）直接的裨益者 
 約 60 の対象水道区の経営者及び職員。 
 約 20 の選定水道区から給水サービスを受ける地域住民約 8～12 万人 

２）間接的裨益者 
 約 20の選定水道区を除く約 40の対象水道区から給水サービスを受ける地域住民約16

～24 万人 
 

３．協力の必要性・位置付け 

 

（１） 現状及び問題点 

フィリピン政府は、電力セクターと同様に水道セクターにおいても民営化を推進している。マ

ニラ首都圏における水道事業は、1998 年に分割民営化され、その他の地域における水道事業は、

水道区、地方自治体及び住民組織によって行われている。 
 
フィリピン政府の財政が悪化の一途をたどる中、特に、独立採算による事業運営を求められて

いる水道区は、公的財政支援を殆ど期待することができず、初期の設備投資に要した過重債務

を抱えていて、施設の不備・老朽化に対処することができずに、サービスの質が低下し、結果

として、給水栓数が減少するという悪循環に陥っている。むしろ、安全な水供給の観点からは、

後退している状況にある。 
 
このままの状況が続けば、経営の自立性に劣る小規模水道区は破綻し、多くの地域住民の水へ

のアクセス手段が失われる可能性がある。従い、これら水道区に対し、比較的小規模な追加的

資金の投入と水道事業運営全般に係るマネージメント能力7の強化と併せて、地域住民の意識の

向上を下に地方自治体を巻き込むことにより、自立的、かつ、持続的な水道事業運営が可能な

レベルまで経営状況を改善することが急務となっている。 

 

（２） 相手国政府の国家政策上の位置付け 

比政府は、新中期開発計画（2004‐2010）において、マニラ首都圏外の 633 の“無給水町”（飲

料に適した水供給が全世帯の 50％以下）に安全な飲料水を供給することを優先課題として位置

付け、地方水道開発に取り組もうとしている。また、2004 年 2 月に上下水道セクター融資政策

や関係機関の役割の見直しに関する大統領令（EO279）を発令し、この下に、経営の自立性に

劣る水道区を自立・持続性のある水道区へと育成することが、地方における住民の安全、かつ、

持続的な給水サービスへのアクセスを確保する上で急務としている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け）

ODA 大綱及び ODA 中期政策の重点課題のひとつである「貧困削減」の中で、水と衛生分野の

基礎社会サービスの拡充を重視するとしている。地方部における給水サービスの改善に係る支

援は、対比国別援助計画及び国別事業実施計画においても、援助重点４分野のひとつである「格

                                                  
7 財務管理（減価償却の適正管理、営業費用の削減、適正な水道料金設定及び徴収等）、水道システムの適切な運

転・維持管理、水質管理等。 
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差是正－基礎的生活条件の改善（水供給の改善）」に位置付けられる。 
 

４．協力の枠組み 

 

（１） 協力の目標 

【上位目標】：対象水道区8のサービス及び経営が改善される 
【指標・目標値】 

 2015 年までに、対象水道区のサービス及び経営の指標が改善される。 
 

【プロジェクト目標】：選定水道区9のサービス及び経営が改善され、対象水道区（選定水道区を除

く 40 水道区）のサービス及び経営改善のための方策が示される 
【指標・目標値】 

 2010 年までに、選定水道区のサービス及び経営の指標が改善される（水道区の月間事

業報告、財務諸表に表され、目標値は個々の水道区で作成される水道事業経営/サービ

ス改善計画で設定される）。 
 2010 年までに、選定水道区のサービス利用者の満足度が向上する。 
 2010 年までに、対象水道区のサービス及び経営改善のための知識、方法を整理する。

   
（２） 活動及びその成果（アウトプット） 

【成果１】：対象水道区の個々のプロファイルが作成され、具体的に経営改善を実施する水道区が選定され

る 
【活動】 

1） 対象水道区を選定する。 
2） 対象水道区の経営・機能診断を行い、個々の水道区プロファイルを作成する。 
3） 水道区プロファイルに基づき、対象水道区全体改善指針10を作成し、更に、経営改善を

実施する水道区を決定する。 
【指標】 

1) 2006 年 1 月までに、対象水道区の個々の水道区プロファイルを作成する。 
2) 2006 年 3 月までに、経営改善を実施する水道区について LWUA と合意する。 

 
 【成果 2】：選定水道区において水道事業経営/サービス改善計画11が作成される 

【活動】 
1） 選定水道区を対象に水道事業経営/サービス改善計画の作成に係るガイドライン・ワー

クショップを開催する。 
2） サービス・経営の現状と問題点及び受益者のニーズについて、訪問指導を通して、正

確に把握させる。 
3） 選定水道区による水道事業経営/サービス改善計画の作成を支援する。 

【指標】 
1) 最初の 10 水道区（Phase 1）は 2006 年 7 月までに、次の 10 水道区（Phase 2）は 2008

年 7 月までに、上記改善計画について、プロジェクトと選定水道区間で合意する。 
 
 【成果 3】：上記改善計画に基づき、選定水道区における給水施設が改善される 
  【活動】 

1） 上記計画に基づく施設改善に係る技術サービス（設計、入札図書作成、施工監理）つ

いて監理する。 
2） 施設改善工事について、ローカルコンサルタントを活用して監理する。 
3） 竣工にあたり施設の検査を行う。 

 

                                                  
8 プロジェクトが定める指針により、経営の自立性に劣る小規模水道区の中から選ばれる約 60 の水道区。 
9 約 60 の対象水道区の中からプロジェクトが選定する約 20 の水道区。 
10 個々の対象水道区の改善について、債務救済、追加的資金協力等の区分けを提言する。 
11 5～10 年後を目標年次として、施設の改修・拡張計画、財務管理計画、施設運転維持管理計画を含む包括的な

改善計画。 
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【指標】 
1） 最初の 10 水道区（Phase 1）は 2007 年 3 月までに、次の 10 水道区（Phase 2）は 2009

年 3 月までに、施設改善に係る詳細設計及び入札図書を作成する。 
2） 最初の 10 水道区（Phase 1）で 2008 年 3 月までに、次の 10 水道区（Phase 2）は 2010

年 3 月までに、施設改善に係る工事が完了し、水道区による運営が開始される。 
   
 【成果 4】：対象水道区における水道事業運営全般に係るマネージメント能力が強化される 

【活動】 
1) 選定水道区職員に対して、現状分析、計画作成、設計・施工監理の監理、施設の運転

維持管理に係る実地研修（OJT）を行う。 
2) 選定水道区職員に対して、施設改善支援後の財務管理、施設維持管理について、モニ

タリング・フォローアップ及び研修を行う。 
3) 対象水道区職員及び理事会会長に対して、水道事業運営全般（経営・財務管理、上水

道システム、水質管理）に係る研修を行う。 
【指標】 

1) 選定水道区職員のマネージメント及び施設維持管理に係る知識･技能が向上する。 
2) 対象水道区職員のマネージメント及び施設維持管理に係る知識が向上する。 

 
 【成果 5】：LWUA の対象水道区に対する支援体制が強化される 

【活動】 
1) プロジェクト活動全般を通じて、対象水道区におけるサービス及び経営改善に係る効

果的な技術と手法を LWUA カウンターパートに移転するとともに、各種指針（改善計

画の作成指針、経営・財務管理指針、浄水処理施設設計指針、施設維持管理指針）を

作成する。 
2) LWUA の対象水道区の育成に係る効果的な方策やプログラムについて、提言・助言を

行う。 
【指標】 

1) LWUA カウンターパート職員の対象水道区のサービス・経営改善に係る指導能力が向

上する。 
2) LWUA の対象水道区の効果的な改善方法に係る知識が向上する。 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額約７億円） 

 専門家：6 名（プロジェクト・マネージャー（水道計画）、調整員、経営・財務、水道

施設設計、水理地質・地下水開発、浄水施設維持管理） 

 機材：簡易水質分析機、水道料金徴収管理関連機材、事業管理用事務機器 

 現地活動経費：出張旅費、施設改善支援費 

 研修経費：研修プログラム、ワークショップ、セミナー 

 

② 比国側 

 カウンターパート人件費、出張旅費、水質検査設備、プロジェクト事務所、選定水道

区の施設改善に必要な用地等。 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 
  

【成果達成のための外部条件】 
1）LWUA 及び水道区に係る大統領令（EO279）が変更されない 
2）育成された対象水道区の経営者及び職員が継続して勤務する 
3）選定水道区が政治的な干渉を受けない 
4）対象水道区の所在地域の治安が悪化しない 

  
【プロジェクト目標達成のための外部条件】 

   1）対象水道区が政治的な干渉を受けない 
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【上位目標達成のための外部条件】 

1）経営の自立性に劣る小規模水道区に対する資金的な支援が関係機関により提供される 
 
 【開発効果の持続に必要な条件】 

特になし 
 

５．評価 5項目による評価結果 

 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 

 

（１） 妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 
 比国の中期開発計画において、地方部における水道普及が掲げられ、セクター政策（EO279）

において経営の自立性に劣る水道事業体の育成が重要課題として位置付けられており、比国

セクター上位計画及び開発政策との整合性がある。 
 地方部における「上水道整備／安全な水の提供」に係る支援は、我が国の対比国別援助計画

及び国別事業実施計画においても、援助重点４分野のひとつである「格差是正－基礎的生活

条件の改善」に資するものとして位置付けられている。 
 本プロジェクトは、公的財政支援のない中で、現状では自立的な事業の継続が危ぶまれる水

道区において、具体的にサービスと経営の改善を図り、自らの経営努力による自立的な水道

事業の継続を可能にし、開発の遅れている地方部における安全で安定的な水道サービスの維

持と普及を図るものであり、その緊急度・必要性は高い。 
 地域住民を中心に据え、地域住民に確実に届く方策及び様々な専門的知識（人材）を活用す

るアプローチが検討されており、「人間の安全保障」の視点からも妥当性がある。 
 
（２） 有効性 
本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと見込まれる。 
 本プロジェクトは、約 20 の選定水道区において、そのサービスと経営を具体的に改善する

ことに併せて、その他 40 の対象水道区においては、将来的にサービス及び経営改善を図る

上で必要な方策を示すことを目標とし、1）対象水道区の問題、ニーズ、改善可能性を踏ま

えた水道区の選定、2）改善計画の作成、3）サービスに不可欠な施設の改善、4）水道区経

営者・職員の実務能力の向上、5）水道区の育成・支援を行う LWUA の技術支援能力の強化

を図る、というようにプロジェクト目標、更に上位目標に向かうために必要な成果が、目的

と手段の関係で検討・計画されており、その指標も明確である。 
 本プロジェクトは、LWUA や水道区関係者との協議及び参加型計画立案ワークショップ、現

地調査による現状分析とケーススタディ、住民の意識調査などを経て計画されており、実施

段階においても、水道区の主体性に基づき、プロジェクトと水道区双方の役割と責務を明確

にした合意と協力の基に改善事業を行うとしており、地域住民を含む関係者の高いコミット

メントの下に活動が実施されることが期待できる。 
 
（３） 効率性 

本プロジェクトは、以下の事由により効率的な実施が見込まれる。 

 選定水道区の改善可能性と効果の検討などを含めた選定指針が事前に整理されており、現

地調査、選定クライテリア作成、改善計画作成、施設改善の実施、実施後のモニタリング・

フォローアップ、更に関係者の研修・訓練がプロセスを追って適切に計画されている。 
 改善計画作成から施設改善、その後の運営管理まで、水道区の主体的な参加の下に事業を

行うことで、現場の実情に即した改善が効率的・効果的に行われる可能性が高い。 
 施設改善支援は、現地に適合した安価で維持管理の容易な施設を想定しており、ローカル

コンサルタント／コントラクターをプロジェクトが入札により直接調達・監理することで、

安価で効果的な支援が実施される可能性が高い。 
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（４） インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 
 本プロジェクトは、融資を中心戦略とする現在のセクター政策から取り残され、事業の継

続が危ぶまれる小規模で経営の自立性に劣る水道区において、その主体性を尊重しつつ、

直接的に技術と施設を投入して、具体的なサービスと経営の改善を図る新たなアプローチ

であり、「経営の自立性に劣る水道事業体を持続性・自立発展性のある水道事業体の育成」

を掲げる大統領令 279 の実施に大きなインパクトを与えることが期待される。 
 本プロジェクトでは、約 20 の選定水道区において、直接的な改善支援を行うことで地域住

民約 8～12 万人が直接的な裨益を受けることが見込まれる。また、研修プログラムを通じ

て他の対象水道区関係者の能力向上とともに、LWUA の能力強化も計画に組み込まれてお

り、将来、水道サービスの根幹に関わる施設の改善に必要な資金が提供され、残る約 40 の

対象水道区の改善が図られれば、最終裨益人口は約 24～36 万に達すると見込まれており、

開発の遅れている地方部の基礎的生活条件の改善に大きなインパクトが期待される。 
 

（５） 自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、以下のように予測される。 
 選定水道区は、プロジェクトによってサービスと経営が改善され、自立的な事業運営が可

能となることを目標にしている。また、施設改善支援は水道区の主体的な参画の基に行わ

れ、必要最低限の施設整備と、その運営管理のための実践的な指導・訓練の他、減価償却

費の積み立て指導なども検討されており、プロジェクト終了後も適切に維持管理されるこ

とが見込まれる。 
 プロジェクトによる技術移転は、選定水道区関係者及び LWUA カウンターパートを対象に、

主に現場での活動を通じて行われる予定であり、実践的な能力の向上が見込まれる。 
 安全な水の提供は、国家開発計画において、基礎的生活条件改善に係る重要課題として挙

げられており、本プロジェクトは、この政策ライン上に位置付けられ、自立発展性が見込

まれる。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
 
 多くの水道区は地下水を水源としているが、調査した範囲では水源枯渇や地盤沈下などは

見られていない。対象水道区の事業規模は小さく、環境への影響は少ないと思われるが、

水源開発に当たってはその影響を考慮する必要がある。 
 水道の普及により、水汲みに係る女性や子供の労働の軽減が期待される。 
 その他、貧困・ジェンダーなど配慮を要する負のインパクトは予測されていない。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 

現在までの他ドナーを含む援助案件から以下の教訓を得ている。 
 

 プロジェクトが受益者層に十分に理解されていなかったり、事業実施者の施設に対するオー

ナシップが十分に確保されていなかったりして、事業、また、施設の運営に困難を来たして

いる例もある。 

 プロジェクト形成においては、小規模・小額な改修・拡張等の措置で効果のあがる水道区が

カバーされにくい傾向がある。 

 浄水施設の運転に係る動力や薬品等のコストが経営の大きな負担となる可能性がある。 

 

従って、本プロジェクトにおいては、以下のように取り組む。 

 プロジェクトにおける全ての活動において、水道区及び受益者層をステークホルダーとして

参画させ、オーナーシップを確保する。 

 サービス、経営状況改善のボトルネックとなっている給水施設の改善について、必要最小限

の範囲で、タイムリーに支援する。 

 現地に適合した安価で維持管理の容易な小規模浄水施設の開発のため、選定水道区内に実証

施設をつくり、最適な方法を検証し、標準設計・運転維持管理指針を作成する。 
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８．今後の評価計画 
 
 中間評価   2008 年 1 月頃 
 終了時評価  2010 年 1 月頃 
 事後評価   協力終了３年後を目処に実施予定 

 

 
 

以 上 
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３.プロジェクト・ドキュメント（和文）





- 27 - 

フィリピン国 地方水道改善プロジェクト

技術協力プロジェクト・ドキュメント

目 次

序  章  ......................................................................................................................................29 

第 1 章 プロジェクトの実施背景...........................................................................................31 

1-1 比政府の財政状況.......................................................................................................31 

1-2 水供給（飲料水）セクターの全体像.......................................................................31 

1-2-1 水道事業体と関連機関......................................................................................31 

1-2-2 給水サービスの現状..........................................................................................33 

1-3 比政府のセクター戦略...............................................................................................35 

1-3-1 上位計画..............................................................................................................35 

1-3-2 新たな枠組み......................................................................................................35 

1-3-3 融資政策..............................................................................................................36 

1-4 当該セクターにおける事業実績...............................................................................37 

1-4-1 フィリピン政府..................................................................................................37 

1-4-2 ドナー各国、国際開発金融機関......................................................................37 

1-4-3 日本政府..............................................................................................................39 

第 2 章 プロジェクト対象開発課題の分析...........................................................................41 

2-1 水道区が抱えている問題点と課題............................................................................41 

2-2 小規模水道区の地理的分布.......................................................................................44 

2-3 LWUA にとってのチャレンジ...................................................................................44 

第 3 章 プロジェクト基本戦略...............................................................................................45 

3-1 実施戦略.......................................................................................................................46 

3-2 実施スケジュール.......................................................................................................49 

3-3 実施体制・運営体制...................................................................................................49 

第 4 章 プロジェクト基本デザイン......................................................................................52 

4-1 上位目標.......................................................................................................................52 

4-2 プロジェクト目標.......................................................................................................52 

4-3 成果と活動...................................................................................................................52 

4-4 投 入 ...........................................................................................................................55 

4-5 外部条件、リスク分析...............................................................................................57 

4-6 前提条件.......................................................................................................................57 



- 28- 

第 5 章 プロジェクトの実施妥当性.......................................................................................58 

5-1 妥当性...........................................................................................................................58 

5-2 有効性...........................................................................................................................59 

5-3 効率性...........................................................................................................................60 

5-4 インパクト...................................................................................................................61 

5-5 自立発展性...................................................................................................................62 

添付資料

添付資料 1. 新水道区クラス分けクライテリア（最終案）...............................................65 

添付資料 2. 全国小規模水道区マップ...................................................................................67 

添付資料 3. 水道区選定フロー（案）...................................................................................69 

添付資料 4. プロジェクト実施体制図...................................................................................70 

添付資料 5. PDM 及び PO .......................................................................................................71 

添付資料 6. 専門家 TOR（案）..............................................................................................75 

添付資料 7. プロジェクト実行予算積算書...........................................................................79 

添付資料 8. ケーススタディ・レポート...............................................................................87 

添付資料 9. 住民意識調査結果............................................................................................  117 



- 29 - 

序 章

本プロジェクトは、2002 年 3 月にフィリピン政府から日本政府（在比日本大使館）に正式要請の

あった「水道技術トレーニングセンタープロジェクト（旧プロ技）」に基づき、要請元である地方水

道庁（Local Water Utilities Administration: LWUA）及び国家経済開発庁（National Economic Development 

Authority: NEDA）、また、日本側関係者との議論を通じて、水道事業体（水道区）のサービスと経営

改善への直接的な裨益をより高めることを念頭にアプローチの見直しを加え、形成されたものであ

る。

本プロジェクトにおいては、従来から多くのプロジェクト方式技術協力でとられてきた拠点主義

方式（地方の各水道事業体を育成するための中央政府当該機関の能力強化を図る）ではなく、実際

に住民にサービスを提供している水道区に対して直接的に働きかけ、そのサービス及び経営改善を

目的として、技術協力の成果が住民に直接的に届くアプローチに主眼を置くものである。

また、フィリピン政府は、2004 年 2 月に、上下水道セクターに関する融資政策及び関連政府機関

の役割の見直しに係る政令（Executive Order No. 279: EO 279）を発令し、水道区のサービス及び経営

を自立性、持続性のあるものとするためのメカニズムを示すとともに、この政策を確実に実施し、

軌道に乗せていくことを優先課題として取り組んでいる。

本プロジェクトは、経営の自立性に劣る水道区のサービス及び経営状況の改善を目的とするもの

で、フィリピン政府が示した新たなセクター政策の下での着実なサービスの普及と拡大をもって、

地域における安全な飲料水へのアクセスの改善を図るものである。
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第 1 章 プロジェクトの実施背景 

1-1 比政府の財政状況 

フィリピン政府の財政は悪化の一途をたどっており、財政赤字の補填、ペソ貨の対ドル・レート

下落等の理由で、2003 年末時点の政府債務総額は、前年比 19％増の約 4 兆ペソまで膨張した。うち

対外債務は同 22％増の 2.34 兆ペソ、国内債務は同 16％増の 1.73 兆ペソで、国家予算の 1/3 が借金

返済に消える状態が続いている。抜本的な歳入増、歳出削減策を断行しなければ 2 年以内に財政破

綻と経済危機に直面すると言われている。

この状況は、当該セクターにも大きく反映されており、2004 年 2 月に発令された上下水道セクタ

ーに対する融資政策に係る政令（Executive Order No. 279: EO 279）では、政府の支出を最小限に押さ

えるため、当該セクターへ民間金融機関（PFIs）や政府系金融機関（GFIs）等からより多くの資金

を呼び込むための環境づくりや LGUs による積極的な関与（投資を含む）を促す内容となっている。 

1-2 水供給（飲料水）セクターの全体像 

1-2-1 水道事業体と関連機関 

民間

マニラ首都圏及びその近隣地域において、水道事業を運営

している２つの民間企業（Manila Water Company, Inc.: 
MWCIとMaynilad Water Services, Inc.: MWSI）やSubic Water 
& Sewerage 等。 

水道区
地方都市部（Urban Area）において、約 11 百万人にレベル

Ⅲ1による給水サービスを提供している約 435 の水道区。 

LGUs 
（地方自治体） 

地方都市部（Urban Area）において、約 7 百万人にレベル

Ⅲによる給水サービスを提供している約 500 の LGUs。 

水道事業体

住民組織

地方部（Rural Area）と地方都市部（Urban Area）の一部に

おいて、約 36 百万人に主にレベルⅠ～Ⅲによる給水サービ

スを提供している RWSAs や BWSAs 等の住民組織。 

1 レベルⅠ：1 箇所の井戸や湧水水源を付近の住民約 15 世帯が利用。

レベルⅡ：配水管を伴うシステムで 1 箇所の水栓を約 5 世帯で共同利用。 
レベルⅢ：各戸給水システム 
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LWUA 
（地方水道庁） 

水道区の設立支援、財政･技術(会計システム、施設設計･

施工･維持管理･水源開発・水質監理)支援などを行う。経営

の自立性に劣る（Less-creditworthy）水道区への融資及びブ

ローカーとしての資金手配、有料技術サービスやトレーニ

ングの提供。（EO279 による） 

DILG
（WSS-PMO） 
（内務自治省） 

LGUs の要請に基づいて、事業のパッケージング、必要事

業費の確保のための調整や事業の実施を通した技術サービ

ス（州政府レベルにおける給水・衛生計画策定支援、市/
町政府レベルの給水・衛生事業に係る能力、組織強化支援、

BWSAs の形成に係る支援）の提供。最近では、DILG 
WSS-PMO の機能（On-going Projects を含む）を MFC に移

管する動きがある。

支援（融資を含

む）機関

GFIs 

比較的収入クラスの高い LGUs や一部の水道区に対して融

資を行い、水道事業に関してはレベルⅢを対象としている

政府系金融機関の Land Bank of the Philippines（LBP）や

Development Bank of the Philippines（DBP）の総称。2004 年

2 月の EO 279 により、経営の自立性が確保されている

（Creditworthy）水道区への融資が奨励されている。 

MFC 

収入クラスの低い LGUs に対して資金供与（ローン/無償）

を行い、水道事業に関してはレベルⅠ～Ⅱを対象としてい

る財務省管轄の Municipal Financial Corporation（MFC）。
MFC は地方自治体の開発事業への資金支援を目的とし、財

務省内に設置されていたMunicipal Development Fund Office
の機能を基本的に受け継ぎ設立された新しい組織。

NWRB 
（国家水資源

委員会）

全国の水利権の管理、認可、付与及び水道区の水道料金の

承認等。

DOH 
（保健省）

飲料水の水質基準の設定等。

MWSS 
（マニラ首都圏

上下水道公社）

マニラ首都圏及びその近隣地域において、水道事業を運営

している２つの民間企業とのコンセッション契約が適切に

履行されているかを管理。

LWUA 
（地方水道庁） 

水道区による水道事業全般を監督し、会計システム、組織

形態、上下水道施設の設計・施工基準・水質基準の規定等。 

公的規制・監督

機関

DENR 
（環境天然資

源省）

水源を保全する観点から、水源林保全の推進、産業・生活

排水に係る排水水質基準の規定、執行等。
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NEDA 
（国家経済開

発庁）

政府の経済開発計画機関で、当該セクターの開発計画の策

定、外国援助を含む開発プロジェクト計画の承認等。

DOF 
（財務省）

公共投資、債務に係るレヴュー、承認及び債務保証の付与

等。

その他機関

DBM 
（予算管理庁） 各省庁の予算配分、予算執行管理等。

1-2-2 給水サービスの現状 

地域別（マニラ首都圏、地方都市部、地方部）に見た給水サービスの現状は以下のとおりで

ある。

水道普及率

地域

全国水道基本計画

（1988-2000 年） 
（目標値）

2000 年 12 月時点 
（実績値）

中期開発計画

（2001-2004 年）（目標値）

マニラ首都圏*1 97.0％  9.5 百万人（81.9％）*2 14.4 百万人（90.0％） 
地方都市部 95.0％ 18.4 百万人（88.1％） 20.3 百万人（89.6％） 
地方部 93.0％ 35.8 百万人（84.8％） 40.0 百万人（90.4％） 
出典：フィリピン中期開発計画 2001-2004 年（MTPDP） 

*1：MWSS サービスエリア

*2：2002 年実績値 MWSS 提供資料（2003/8/20, Feedback Seminar on the Impact Evaluation Study on PPP）

【マニラ首都圏における現状】

マニラ首都圏及びその近隣地域における上下水道事業は、国際金融公社（International Finance 

Corporation: IFC）の提言を受けて 1997 年にマニラ首都圏上下水道公社（MWSS）が分割民営

化（コンセッション方式2）され、東部地域における上下水道事業はアヤラ財閥系の Manila Water 

Company, Inc.（MWCI）3が管轄し、西部地域における上下水道事業はロペス財閥系の Maynilad 

Water Services, Inc.（MWSI）4が管轄している。 

東部地域において上下水道事業を管轄している MWCI は、2002 年時点で給水区域（23 市町）

の人口約500万人に対して約400万人に給水サービスを行っている。MWCIは、1997年にMWSS

から事業を受け継いでから現在に至るまでの 5 年間に、配水施設（パイプライン、ポンプ施設

等）の整備を行い、給水サービスの質（無収水量率を 63％→52％へ、24 時間給水可能区域カ

バー率を 26％→83％へ改善）を改善し、契約戸数を 32.5 万栓から 44.3 万栓へ増やしてきた。

これにより、将来的な収入の増加が見込まれている。

2 インフラ資産の所有権は MWSS に残し、25 年間を契約期間として当該事業に係る経営権、営業権を MWSI 及び

MWCI にそれぞれ移管した。 
3 Ayala (Philippines), United Utilities (UK), Bechtel Utilities (USA), Mitsubishi (Japan)の J.V. 
4 Benpres Holdings (Philippines), Lyonnaise des Eaux (France)の J.V. 
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一方、西部地域において上下水道事業を管轄している MWSI は、2000 年時点で給水区域（17

市町）の人口約 660 万人に対して約 550 万人に給水サービスを行っている。MWSI は、1997

年に MWSS から事業を受け継いでから 2002 年までの間に、約 3 億 300 万 USD を投資して給

水サービスの改善を図ってきた。しかし、エルニーニョ現象による水不足や貯水池建設等の事

業の遅れ、給水サービス区域内に貧しい地域が多く存在していること、アジア通貨危機による

為替差損で MWSS から引き継いだ債務等の総額が約 400 億ペソにも膨れ上がる等の理由で財

務状況が悪化した。MWSI は、MWSS に水道料金の値上げ承認などの救済措置を求めていたが、

認められなかったため、事業の撤退を表明し、現在は、外国人商工会議所が指名した仲裁委員

会において仲裁中である。

【地方都市部（Urban Area）における現状】 

地方都市部（Urban Area）における水道事業は、主に水道区（WDs）及び地方自治体（LGUs）、

住民組織により行われている。その給水システムは、地下水を主な水源とするレベルⅠ～Ⅲ5と

なっている。なお、2000 年 8 月時点における給水人口は、約 18.4 百万人で、水道普及率は 88.1％

となっている。

WDs は、大統領令 198 号（PD198）により 1973 年以降人口 2 万人以上の地方都市部に形成

され、レベルⅢによる水道事業を展開している。2002 年 6 月時点で、583 の水道区（内 435WDs

は稼動中で 148WDs は未稼動状態）が LWUA に登録されており、約 11 百万人に給水を行って

いる。

LGUs（主に市/町政府）は、WDs の管轄範囲外において、主にレベルⅢによる給水事業を実

施している。LGUs 自身が給水施設を有し、給水サービスを提供している LGUs は約 500 あり、

約 7 百万人に給水を行っている。 

また、地方都市部（Urban Area）であっても WDs や LGUs の未給水区域においては、住民組

織である地方給水・衛生組合（Rural Water and Sanitation Associations: RWSAs）及び村落給水・

衛生組合（Barangay Water and Sanitation Associations: BWSAs）が、レベルⅠ～Ⅲを運営・管理

し、約 0.4 百万人に給水を行っている。 

5
レベルⅠ：1 箇所の井戸や湧水水源を付近の住民約 15 世帯が利用。

レベルⅡ：配水管を伴うシステムで 1 箇所の水栓を約 5 世帯で共同利用。 
レベルⅢ：各戸給水システム
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【地方部（Rural Area）における現状】 

地方部（Rural Area）における給水サービスは、主に地域の利用者で形成される住民組織

（RWSAs や BWSAs）、バランガイにより運営管理されている。その給水システムは地下水や

湧水を水源とするレベルⅠ～Ⅱが中心である。なお、2000 年 8 月時点における給水人口は約

35.8 百万人で、水道普及率は 84.8％となっている。公共水栓の行き届かない人々は川、池、雨

水等の水を利用している状況にある。

LWUA は、WDs のみならず RWSAs に対しても支援を提供する責務を有しているが、財務上

健全なWDsへの支援に留まっているのが現状で、RWSAsには殆ど支援を行っていない。また、

BWSAs やバランガイに対しては、上位 LGUs（州/町政府）や DILG によるモニタリング・シ

ステムがないため、その持続性の確保に問題を抱えている。

1-3 比政府のセクター戦略 

1-3-1 上位計画 

比政府は、新中期開発計画（2004‐2010）において、マニラ首都圏外の 633 の”Waterless6” 

Municipalities に安全な飲料水を供給することを優先課題として位置付け、地方部おける水道開

発に取り組もうとしている。また、2004 年 2 月に上下水道セクター融資政策や関係機関の役割

の見直しに関する政令（EO279）を発令し、この下に、経営の自立性に劣る水道事業体を自立・

持続性のある水道事業体へと育成することが、地方部における住民の安全、かつ、持続的な給

水サービスへのアクセスを確保する上で急務としている。

しかし、比政府の財政は悪化の一途をたどっており、当該セクターに対する政府（LGUs も

含む）の投資には限界があり、また、民間セクターによる積極的な投資も期待できない状況に

あり、この実施のための資金の手当てが最大の課題となっている。

1-3-2 新たな枠組み 

フィリピン政府は、2004 年 2 月 2 日付けで、LWUA の役割の見直しを含む上下水道セクタ

ーに対する融資政策に係る政令（Executive Order No. 279: EO 279）を発令した。同政令は、政

府の財政赤字の拡大に伴い、上下水道を含む公共セクターに投入できる公的資金に限りがある

現状において、LWUA の役割を見直すことにより、政府系金融機関（GFIs）や民間金融機関

（PFIs）等からより多くの資金を上下水道セクター呼び込み、これら資金や公的資金をより多

くの水道事業体に配分することを目的として発令されたものである。同政令（EO 279）により

示されたセクターの新たな枠組みは次のとおりである。

○ 全ての水道事業体（水道区、LGUs、住民組織（RWSAs/BWSAs））を夫々の財務及び事業

運営状況に基づいて評価し、貸し付け信用度の高い順に以下の４つのカテゴリーに区分す

る。カテゴリー分けクライテリアは、比政府内で検討中であり、2005 年 1 月に最終案が

6 Defined as areas with less than 50% water supply coverage. 
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提示されており間もなく最終決定される見通しである。最終案は、添付「新水道区クラス

分けクライテリア（最終案）」を参照。

① Creditworthy Water Service Provider（CWSP）

② Semi-Creditworthy Water Service Provider（SCWSP）

③ Pre-Creditworthy Water Service Provider（PCWSP）

④ Non-Creditworthy Water Service Provider（NCWSP）

○ LWUA は、一般市場（民間や GFIs）から資金調達が困難な水道区（SCWSPs, PCWSPs 及

び NCWSPs）への融資を最優先7とし、ブローカーとして LGUs と協働で水道区の開発に

必要な資金を手配する。また、技術サービスは、競争原理に基づいて有料で提供する。

○ その殆どが NCWSPs に分類されることが想定される LGUs、また、住民組織によって運

営されている水道事業体（RWSAs 及び BWSAs）は、LGUs の自助努力を大前提とし、DILG、

MFC 及び LWUA による財政、技術的支援のもと、そのサービスの改善を図る。

○ 貸し付け信用度がある水道事業体（CWSPs）については、市場原理に基づき、自己能力・

責任において一般市場（GFIs や PFIs）から資金、技術サービス等を調達して更なるサー

ビスの改善を図る。

1-3-3 融資政策 

同政令（EO 279）において示された具体的な融資政策は以下のとおりである。 

○ CWSP は、PFI や GFIから商業ベースの貸し付け条件で資金を調達することを可能とする。

但し、これら融資機関から資金調達が困難な場合は LWUA からの融資を受けることを可

能とする。GFIs は WSP に対する融資プログラムを開発、強化する。

○ SCWSP（水道区）は、ドナー各国、議員、LGUs からの無償、また、ドナー各国からの融

資資金を LWUA-WDF 経由で調達することを可能とする（中期的には、GFI からの資金

調達が可能となるようにする）。

○ PCWSP（水道区）は、ドナー各国からの無償、LWUA-WDF からより緩い貸し付け条件で

資金を調達することを可能とする。

○ NCWSP（水道区）は、LWUA からより緩い貸し付け条件で資金を調達することを可能と

する。LGUs はこれら NCWSP に対して財政、運営支援を提供することが奨励される。ま

た、DILG や MFC も財政、技術的支援を提供することとする。

○ 全ての水道事業体は、GFIs、PFIs、MFC、LGUs から資金を調達することを可能とする。 

フィリピン政府が示した新たなセクター融資政策では、全ての水道区は資金ソースへのアク

セスと技術サービスの調達を自由に選択することができるようになった。

7 但し、政府やその他資金ソースから借入れ条件の緩い、又は、無償の資金調達ができた場合のみ。 
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CWSP は、GFIs からの資金調達が可能となったが、GFIs 側は、ODA 資金なしに、水道事業

への融資及び水道事業に見合った金融商品（20～30 年の償還期間）の開発は困難としている。

また、一般市場（民間や GFIs）から資金調達が困難な Pre/Non–-Creditworthy に該当する水道区

（Less-Creditworthy WD）は、基本的に LWUA からの資金調達となるが、LWUA がこれら水道

区に資金を融資するためには、自らの経営の効率性を高め、Less-creditworthy 水道区への融資

リスクを担保できるだけの収益率の高い企業体になることが前提となる。これには大幅な人員

削減や経営戦略の見直しが伴い、LWUA が今後十分に機能できる状況に至るまでには時間を要

すると思われる。更に、LGUs が積極的に水道区や水道事業に投資（融資や無償）する事につ

いては、LGUs 側のインセンティブの観点からも誰もが懐疑的なところである。 

上述のとおり、経営状況の悪い Less-creditworthy 水道区が、LWUA や GFIs の融資スキーム

にアクセスするには、サービス改善･拡張による経営の改善が不可欠であるにも関わらず、そ

の改善のための資金が調達できないという矛盾が生じている。このような状況が放置されると

Less-creditworthy 水道区の多くは取り残され、事業の継続が困難となる可能性がある。 

1-4 当該セクターにおける事業実績 

1-4-1 フィリピン政府 

フィリピン政府は、1987 年に策定された「全国水供給・下水・衛生マスタープラン（1988-2000

年）」の全国公共水道普及率 94％（1988 年時点で普及率は 64％）の達成に向けてドナー各国、

国際開発金融機関からの援助を受けて事業を展開してきた。1979 年から 1999 年までの 20 年間

に、フィリピン政府がドナー各国、国際開発金融機関から受けた援助総額は約 14.8 億 USD で、

フィリピン政府自身は約 7.9 億 USD の投入を行ってきた。セクター開発資金の約 65％は、ド

ナー各国、国際開発金融機関による資金で、ODA に大きく依存してきたと言える。 

結果として、2000 年 12 月時点における全国公共水道普及率は 72.3％で、成功と言うには程

遠い数値となっている。原因としては、実際の投資額が計画額の約 72％に留まったことが挙げ

られる。フィリピン政府は、「中期開発計画 2001-2004 年」において、全国公共水道普及率 90％

を新たな目標に掲げて取り組んできたが、その達成は困難と見込まれる。

1-4-2 ドナー各国、国際開発金融機関 

当該セクターは、我が国（JICA、JBIC）を始めとして、ADB、WB、ドイツ（GTZ、KfW）、

オーストラリア（AUSAID）、デンマーク（DANIDA）、米国（USAID）、スイス（SIDA）等、

多くのドナー国及び国際開発金融機関が援助を行っている。ドナー国としては日本が、国際開

発金融機関としては ADB が最大の援助国/機関である。 

過去 20 年間のドナー各国及び国際開発金融機関の援助実績を見ると、マニラ首都圏に係る

上水道整備は ADB が突出しており、全体の融資額の 73 %を占めている。一方、地方都市（Urban）

及び地方部（Rural）における上水道整備は、ADB（2.19 億 USD）、日本（有償：1.94 億 USD、
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無償：0.81 億 USD）、WB（1.82 億 USD）となっている。以下に主要な援助国/機関の援助動向

について述べる。

(1) 世界銀行（WB） 

WB は、対外債務を抱えた途上国における公営の上下水道事業は、サービス内容も乏しく効

率的ではない、また、民営化によって途上国政府の抱える債務を払うことが可能となり、サー

ビスの向上、拡大のための素早い投資を生み出すとの認識のもと、民営化、官民協調（PPP）

等の民間参入のための環境作りを推進している。

フィリピンにおいては、WB が、1993 年にセクター・リフォームに係る調査を行い、この結

果（政策提言）を受けて、比政府により Water Crisis Act of 1995（RA No 8041）や Build Operate 

Transfer Law （EO 311, March 1996）が制定され、MWSS の分割民営化8が推進された。また、

2004 年には、大規模水道区の民営化を見据えた LWUA の役割の見直しや当該セクター融資政

策の見直しに係る政策提言を行い、この提言を受けて、比政府により政令（EO 279）が発令さ

れた。WB は当該セクターにおいて、大きな影響力を有していると言える。 

現在 WB は、民活による Design-Build-Lease（DBL）方式で、LGUs のレベルⅢの整備に係る

融資を行っているが、LGUs Urban Water and Sanitation Project (APL) では 35 箇所の計画に対し

10 箇所しか実現出来ず、2007 年までの予定を変更して 2003 年にプログラムを修了されている。

また、現在、APL2 を実施中であるが、APL の教訓を反映させことができないまま開始された

プログラムで、APL と同様に早期に修了する可能性がある。他方、LWUA を通じた水道区へ

の融資については、LWUA の金融機関としての自己資本率が足りないこと、財務内容がよくな

いことを理由に 1985 年以降行っていない。今後は、GFIs を通じた水道区への融資が十分に考

えられる。

• LGUs Urban Water and Sanitation Project (APL) 1999-2007 
(2003年終了)

DILG/DBP 

• LGUs Urban Water and Sanitation Project (APL2) 2001-2006 DILG/DBP 
• Water District Development Project 1998-2010 LBP 

(2) ドイツ 

KfW は、地方都市部（Urban）においては、87 の中小規模水道区を対象としたレベルⅢの整

備に係る融資を行っており、今後も 7 つの中規模水道区を対象としたレベルⅢの整備に係る融

資を計画している。また、地方都（Rural）においては、ビサヤ・ミンダナオ地域におけるコミ

ュニティを対象としたレベルⅠ～Ⅱの整備に係る融資も計画している。

• Provincial Towns Water Supply Project I & II 2003-2006 LWUA 

8 1997 年の WB の姉妹機関である国際金融公社（IFC）の提言による。 
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• Provincial Towns Water Supply Project III 予定 LWUA 
• Rural Water Supply Program in Visayas & Mindanao

I, II & III
予定 DILG or MFC

GTZ は、DILG WSS-PMO のキャパシティ・ビルディングを以下プロジェクトのひとつのコ

ンポーネントとして行っている。給水・衛生施設の整備を含む統合的水資源管理をパイロット

事業として実施中で、ビサヤ地域を中心に協力を展開している。

• Water Program Towards an Integrated Water Resources
Management

1998-2006 DILG 

(3) アジア開発銀行（ADB） 

ADB は、当該セクターの最大の援助機関であり、マニラ首都圏の上水道整備事業を中心に

積極的に融資を行っている。また、地方都市部（Urban）においては、8 つの中小規模水道区を

対象としたレベルⅢの整備に係る融資を行い、地方部（Rural）においては、約 8,600 のコミュ

ニティを対象としてレベルⅠ～Ⅱの整備に係る融資を行っている。

• Small Towns Water Supply Sector Project 1996-2005 LWUA 
• Rural Water Supply & Sanitation Sector Project 1996-2005 DPWH/DILG/DOH

(4) その他 

USAID も WB と同様に当該セクターにおいて大きな影響を与えてきた。現在の LWUA と水

道区の関係（LWUA-WD コンセプト）は、1973 年に USAID により提案され、比政府により制

度化されたものである。また、1996 年にセクターにおける民営化スタディを行い、LWUA の

役割の見直しや水道区の民営化を提言している。最近においては、JBIC との協調で民間資金

をセクターへ投入するための Water Revolving Fund の設立を検討中である。なお、AUSAID は、

バギオ市水道区の施設拡張事業を中心に、また、NGOs を実施主体としたコミュニティに対す

る協力も展開している。

1-4-3 日本政府 

日本政府は、1978 年の“Rural Water Supply Project I（円借款）”をはじめに、当該セクター

において継続的に援助を行ってきている。

地方都市部（Urban）においては、比較的大規模の水道区を対象とした上水道整備に係る開

発調査を行い、その結果を受けて円借款により事業を展開するというアプローチで普及率の向

上に大きく貢献してきた。近年では、原水水質に問題を抱えている 7 つの小規模水道区を対象

に、浄水処理施設の整備に係る無償資金協力（地方都市水質改善計画 2003-2005）を実施して

いる。また、民生環境改善の一環として小規模水道区や住民水道組織を対象に、小規模給水シ
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ステムや浄水施設の整備に係る草の根無償資金協力を実施している。更に、専門家の派遣、現

地国内研修をとおして、小規模水道区の基礎的な経営、技術能力の強化及び LWUA 職員の能

力強化を行っている。

地方部（Rural）においては、無償資金協力、円借款によるレベルⅠ～Ⅱの整備を全国的に展

開してきており、ここでも普及率の向上に大きく貢献してきている。近年では、州政府レベル

における水供給及び下水・衛生施設整備に係る計画策定能力の強化を目的とした中長期投資計

画の作成について支援を行い、その計画に基づき、円借款により事業の実施を支援している。 
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第 2 章 プロジェクト対象開発課題の分析 

2-1 水道区が抱えている問題点と課題 

LWUA と水道区の関係（LWUA-WD コンセプト）が、1973 年に制度化（PD198 号）されてから約

30 年の間に、583 水道区が形成され、うち 435 水道区が現在稼動中で、住民に対して給水サービス

を提供している。これら水道区（435 水道区）のうち約 20％は、サービス内容及び経営状況等の改

善の余地は未だあるものの、その他水道事業体と比較しても高水準のサービスを提供していると言

える。また、サービス等に問題を抱えているとしても、問題解決のために必要な資金や技術サービ

スも調達して、その改善に取り組んでいる。

他方、残り約 80％の水道区の多くは、自然・地理・社会・経済条件、原水（井戸）水質の不良、

組織のマネージメント能力の不足、施設の不備･不足・老朽化、また、住民の給水水質に対する関心

の高まりと、その一方でコスト負担（水道料金）の意識の低さ等が複雑に絡んで、給水栓数が減少

傾向にある。また、水道料金収入の減少に起因して施設整備の初期投資資金9を回収できず、次の投

資ができない、結果としてサービスの改善ができない、という悪循環に陥っている。

これら水道区は、小規模（Small & Average）のカテゴリーに分類され、これらによる給水人口は

約 310 万人（全水道区による給水人口の約 28％）に相当する。また、これら小規模水道区の殆どは、

経営の自立性及び貸し付け信用度に劣るクラス（Less-creditworthy）に分類される。水道区の規模別

（３分類）に見た事業概要は次のとおり。

水道区の規模別（３分類）に見た事業概要

小規模水道区

（Small & Average）
（350WDs） 

中規模水道区

（Medium & Big）
（75WDs） 

大規模水道区

（Large & Very Large）
（10WDs） 

給水栓数： 150～3,000 栓 3,000～25,000 栓 25,000～135,000 栓 
職員数： 4～25 人 25～200 人 200～660 人 
年間事業収益： 60～760 万ペソ 760～6,300 万ペソ 6,300 万ペソ～7 億ペソ

LGUs 収入クラス： 3th～6th  2th～4th  1st  

一般的に、小規模水道区の多くは、経営者を含めて約 5 名（経営者（General Manager）、会計経理、

料金請求事務、メーター検針・配管工、ポンプ運転工）のスタッフで運営されており、組織、技術、

財政的に問題を抱えていて経営状況が芳しくない。これら小規模水道区が抱えている具体的な問題

点や課題として以下が挙げられる。

9 殆どが LWUA による融資であり、その 8.5～12％に及ぶ金利が大きな負担となっている小規模水道区が数多くある。 
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(1) 資金へのアクセス及び自己資金の確保が困難 

先の EO 279 により、一般市場（民間や GFIs）から資金調達が困難なこれら水道区

（Less-creditworthy 水道区）を対象に、LWUA 等からの資金を優先的に手配するよう示された

ものの、LWUA の試算によれば LWUA は 2006 年～2010 年は 3.6 億ペソ程度の資金しか有して

おらず、この実施には未だ時間を要する事が必至である。Less-creditworthy 水道区が自己の信

用力で資金にアクセスするには、経営状況の改善が必須であるにも関わらず、その改善のため

の投資資金が調達できず、また、仮に追加融資を受けられたとしても 8.5～12％程度と高い金

利負担が更に経営を圧迫する可能性が高い。無償あるいは低利の資金へのアクセスはこれら水

道区にとって経営/サービスの改善を図る上での最重要課題となっている。 

(2) 「所有者」不在によりガバナンスが欠如している 

水道区は大統領令 198 号により独立した公共事業体 (GOCC: Government Owned or Controlled 

Corporation) として設立されたものの、同大統領令は水道区の所有者についてなんら規定を設

けていない。通常、水道区の設立時に LGU から提供されたキャッシュないしは水道システム

そのものが水道区の「資本」となるが、これらは無償で提供されたものとみなされ、LGU は

水道区の所有者とはならず、水道区の運営に対する直接の責任を負わなくなる。このような所

有者の不在の状態により、小規模水道区においてモラルハザードが起きているケースもみうけ

られる。例えば、殆どの水道区は、収入の不足によって LWUA に対する債務返済が困難に陥

った場合に、支出を減らそうとはせず、単に、LWUA への返済を遅らせる傾向がある。その結

果、金利が高いため借金の額は急速に拡大することとなり、最終的に水道区は事実上の破産に

追い込まれる可能性が出てくる。水道利用者の利益を守るため、また、水道区の財務的持続性

を確保するために何らかのモニタリング・システムを導入する必要があると考えられる。

(3) 経営管理（マネージメント）が適切に行われていない 

○ 水道事業経営管理に不可欠な基礎データが正確に把握されていない

職員の能力不足及び送/給水メーターなどの施設の老朽化により、水道事業経営管理に不

可欠な基礎データ（財務データ、配水能力、一日最大/平均配水量、有収水量、配水水圧等）

が正確に把握されていない水道区が多い。これらデータを正確に把握・評価することが、

経営/サービスの改善に向けた対策を実施する第一歩となる。 

○ 水道事業経営/サービスの改善に係る中長期的計画が欠如している

水道事業の持続的運営には、中長期的計画が不可欠である。上述のとおりサービスを含

めた経営の現状と問題を適切に把握した上で、その改善・拡張のための中長期的計画を準

備することが必要である。
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(4) 組織的キャパシティが不十分である 

財政的な事情から経験を積んだ技術者や経理担当者の雇用が困難である等、水道事業を適切

に運営していくだけの組織体制が十分に整っていない。組織体制の強化には、適切な人材を雇

用するために必要な財務状況の改善が前提となるが、これにはそれなりの時間を要する。まず

は、限られた人員体制において経営者及び職員のマネージメント能力や技術力の強化を序々に

行っていく必要がある。

(5) 水源に問題を抱えている 

立地・自然条件に起因して、原水水質や水量に問題を抱えているにも関わらす、財政事情よ

り代替水源や新規水源の開発、浄水施設の建設が困難な水道区が多い。経営/サービスの改善

のためにも適切な水源及び適正水量の確保は重要な要素である。

(6) システムの運転・運営が適切に行われていない 

○ 浄水処理及び水質管理が適切に行われていない

水道区の多くは、水質管理に対する意識の低さや費用的な問題から、水質管理が適切に

行われているとは言えず、原水水質を十分に把握しないまま、適量に満たない僅かばかり

の塩素を注入して給水を行っている事例も多く見られる。安全な飲料水を供給するために

も水質管理の徹底は重要である。また、原水水質に問題を抱えている水道区の内、妥当な

代替水源がない水道区に関しては、適切な浄水処理が必要で、技術的にも費用的にも持続

可能な適正技術の導入が求められている。原水水質を正確に把握し、水質に適合した、か

つ、現地の事情に適合した浄水処理技術の導入が必要である。

○ 効率的な配水システムになっていない

水道区の多くは、配水池/槽を有しておらず、地下水をポンプで汲み上げ、圧送して配水

している。配水池/槽は、配水量の時間変動への対応や圧力調整の機能を持つとともに、異

常時は、その貯留量を利用して需要者への影響を軽減するという役割を持っている。また、

ポンプの運転等に係る動力費用の軽減にも寄与する。水道施設の運転費用の削減、サービ

スの改善のためにも適切な配水池/槽を含む配水システムの整備は重要な要素である。 

○ 適切な無収水量の削減対策が取られていない

無収水量の削減対策は、全ての水道区の共通課題である。無収水量を削減することは無

駄なコストの削減を意味し、水道事業の経営を改善するだけでなく、間接的には新規水源

開発のための費用や漏水箇所からの水質汚染防止の効果がある。この課題の根本的解決は、

配水システムの設備更新（パイプの布設替え）であるが、早急にこれに投資できる水道区

は財政的に限られている。従って当面、設備更新までの間、夜間の水圧のコントロール等
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によって無収水量を抑制し、経営改善を図っていく必要がある。

2-2 小規模水道区の地理的分布 

経営の自立性に劣る小規模水道区は、ビサヤ地域及びミンダナオ地域に多く見られる。これら水

道区の地理的分布は、添付「全国小規模水道区マップ」のとおりである。

2-3 LWUAにとってのチャレンジ 

PD198（1973 年）に示された LWUA と水道区の基本的な関係は、前者は水道区に対する融資機関

（貸し手）で、後者はその借り手であった。水道区にとって LWUA は、唯一の資金ソースで、LWUA

にとって水道区は、競争なしに水道開発プロジェクトの資金を貸し付け、それに付随する技術サー

ビスも有料で提供できるという、いわゆる“ブラックボックス”の関係にあったと言える。

しかし、2004 年 2 月の EO 279 により、全ての水道区は資金ソースへのアクセスと技術サービス

の調達を自由に選択することができるようになり、LWUA は一般市場（民間や GFIs）から資金調達

が困難な水道区への融資とブローカーとして LGUs と協働で水道区の開発に必要な資金を手配する

ことになった。また、技術サービスは、競争原理に基づいて有料で提供することになった。

現在、LWUA は、EO 279 によって示された新たな責務を効率的、かつ、効果的に実施するために

必要な融資政策や水道区育成計画及び LWUA 自身の財務改善計画等を準備中である。今後、短中期

的（3～5 年）には、これら各種政策や計画を確実に実施し、軌道に乗せていくことが最重要課題で

あり、LWUA にとって大きなチャレンジになっている。 
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第 3 章 プロジェクト基本戦略 

以下をプロジェクト基本戦略の柱として実施する。

1. 協力の成果が地域住民に直接届くアプローチ

実際に地域住民に対して給水サービスを提供している水道事業体をターゲットグループ

とし、水道事業運営全般に係るキャパシティ・ディベロップメントと給水施設改善に係る

支援を直接的に行うことで、具体的なサービスの改善と持続的な事業経営を可能にし、地

域住民が本プロジェクトの協力の成果を持続的に享受できるアプローチをとる。

2. Demand Driven アプローチ

水道区の選定に関しては、水道区の参加意欲、また、受益者（地域住民）のニーズを十

分に確認した上で決定する。

3. 水道区及び受益者（地域住民）の参加型アプローチ

水道区が主体となって全てのプロジェクト活動を行うことにより、水道区のオーナーシ

ップを醸成する。また、受益者（地域住民）のニーズに基づいた水道事業経営/サービス改

善計画とするため、ニーズ調査を実施したり、水道料金に係る公聴会を開催したりして、

可能な限り地域住民をステークホルダーとして参加させる。

4. 給水施設改善に係る支援

本プロジェクトの協力の成果を実効性のあるものとするため、水道区の水道事業運営全

般に係る能力強化を行うことに併せ、サービスと経営状況を改善する上でボトルネックと

なっている給水施設の改善について必要最小限の範囲でタイムリーに支援する。

5. 長期的な経営の持続性の確保

水道区が将来的に施設を更新・拡張し、持続・自立的に水道事業を運営していくために

は、本プロジェクトによって見込まれる水道料金の増収の一部を適切に減価償却費用とし

て積み立てるような財務管理が必要となる。従い、具体的な給水施設の改善支援に先立ち、

水道区とプロジェクトとの間で合意書を交わし、適切な財務管理（プロジェクトの結果増

加した収入の一部を、別個の口座に預金するといったシステム等）をコミットさせる。
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6. モニタリング・フォローアップ支援

水道区の能力強化と給水施設改善に係る支援の後、水道区のサービスと経営改善が確実

に軌道に乗るよう、定期的に水道区を訪問し、財務管理計画を含む適切な水道事業運営全

般に係る指導を継続的に行う。

3-1 実施戦略 

本プロジェクトは、全国の小規模水道区の中から経営の自立性に劣るものの、経営改善が期待で

きる水道区を“対象水道区”として約６０を選定し、更に、これら対象水道区の中から、本プロジ

ェクトの支援（比較的小規模な追加的資金の投入と水道事業運営全般に係るマネージメント能力の

強化）により長期的な経営の自立性の確保が見込める水道区を“選定水道区”として約２０を選定

する。選定水道区に対しては、経営とサービスの改善にボトルネックとなっているな給水施設の改

善と水道事業全般に係るマネージメント能力の強化を目的とした実地研修（OJT）、モニタリング・

フォローアップ指導や研修により、具体的な経営とサービスの改善に繋げるものである。また、選

定水道区を除く対象水道区（約４０）に対しては、将来的な改善に備え、研修プログラムを通じて、

水道区が抱える横断的な課題に係る対処能力の向上について支援を行う。また、本プロジェクトの

方策や成果を LWUA にフィードバックすることにより、同様な問題を抱える小規模水道区の改善や

その後の施策に反映させるものである。なお、本プロジェクトにおける活動は、以下の４つのステ

ージに分けることができる。

1. 対象水道区プロファイルの作成及び選定水道区の決定

2. 水道事業経営/サービス改善計画の作成支援

3. 施設改善及び水道事業全般に係るマネージメント能力の強化

4. 施設改善支援後のモニタリングとフォローアップ指導

各ステージにおける実施戦略は以下のとおり。

ステージ 1：対象水道区プロファイルの作成及び選定水道区の決定 

全国の小規模水道区の中から、財務状況・他ドナーによる支援計画の有無などを考慮して、経営

改善が期待できる水道区を“対象水道区”として約６０をリストアップし、経営・機能診断、プロ

ジェクトによる改善効果の予測等をプロファイルに纏める。また、このプロファイルに基づき、対

象水道区全体改善指針10を作成し LWUA に提示する。更に対象水道区の中から、財務上、健全では

ないものの、水道区の経営者や受益者（地域住民）の意識が高く、水道事業の改善に積極的に取り

組もうとしている水道区、また、本プロジェクトによりサービス、経営状況が改善される可能性が

高い水道区をプロジェクトにより直接的な改善を図る“選定水道区”として約２０を選定する。選

定水道区の決定に際しては、プロジェクト及び水道区間で合意書を交わしてプロジェクトへの参画

と水道区の必要な活動と負担事項をコミットさせる。

10 個々の対象水道区の改善について、債務救済、追加的資金協力等の区分けを提言する。 
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【経営の自立性に劣る小規模水道区を対象とする理由】

① 政令（EO 279）によって示された新たなセクター政策の実施「経営の自立性に劣る水道事業

体を持続性・自立発展性のある水道事業体へ育成する」を支援するものであり、比政府の政

策に合致する。

② 小規模水道区の多くは、本プロジェクトによる経営とサービス改善の余地が大きい。

③ 大・中規模水道区の多くは、ある程度の経営の自立性、技術力、組織力が確保されており、

課題は抱えているものの、課題解決のために資金、技術サービスを調達して事業を実施して

いる。他方、財務上、問題を抱え、資金や技術サービスの調達が困難な状況にある小規模水

道区を育成することは、フィリピンの水道事業全体の底上げや貧困地域における給水事情の

改善に大きく貢献できる。

④ 将来的にこれら小規模水道区の給水区域、給水人口の拡大に繋がり、給水率の向上と言う国

家目標の達成に貢献し、大きな裨益効果を生むことが期待できる。

【選定方法】

① LWUA のクライテリアで小規模（Small）のカテゴリーに区分されている水道区から以下の基

準により対象水道区（約 60）を選定する（添付「対象水道区選定フロー」を参照）。

− KfW 及び ADB プロジェクトの対象となっていない水道区 

− LWUA への債務返済に困難を来している水道区 

− 過度に債務がなく長期的に経営の自立性の達成が可能な水道区 

② 対象水道区の実態調査（経営・機能診断）を行い、現状の問題点を分析し、施設改善支援を

実施した場合の技術的・財務的改善効果を予測し、それらを纏めたプロファイルを作成する。

③ プロファイルに基づいて、以下の条件を含む選定基準を設定し、プロジェクトによって改善

を図る選定水道区（約 20）を貧困地域、中期開発計画における優先地域（Waterless 

Municipalities）も考慮して、総合的に評価して決定する。 

− 地域住民の水道水の必要性（ニーズ） 

− 施設改善支援実施後の財務改善の可能性 

− 将来の更新・拡張のための自己資金確保の可能性 

④ 選定水道区の決定に際しては、プロジェクト及び水道区間で合意書を交わして、プロジェク

トへの参画及び必要な負担事項についてコミットさせる。

ステージ 2：水道事業経営/サービス改善計画の作成 

水道事業経営/サービス改善計画の作成に際しては、TCP チームが実際に選定水道区に入り込み、

水道区経営者に対して水道事業運営全般に係る現状や問題点と併せて、受益者のニーズについても

正確に把握させる。その上で、水道区経営者に対して実効可能性の高い改善計画の作成を指導する。

あくまでも各水道区経営者の当事者意識を確保し、彼らの主体性に基づいた改善計画とするため、

TCP チームは水道区経営者のアドバイザー/コンサルタント的な役割を担うものとする。 

まずは、水道事業経営/サービス改善計画の作成に係るガイドライン・ワークショップを開催し、

計画の作成手法、必要データ等について説明し、更に、実際に水道区を訪問し、改善計画及び将来

の拡張計画のコンセプトを明確にし、実行可能性の高い水道事業経営/サービス改善計画の作成につ
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いて指導する。

また、施設改善支援の実施に伴う水道区の負担事項やこの支援によって見込まれる水道料金の増

収の一部が向上される収益が、将来の施設の更新・拡張のための資金として確実に貯蓄されるよう、

その仕組みについて水道区と協議し、合意書を交わしてその実施をコミットさせる。

ステージ 3：施設改善及び水道事業運営全般に係るマネージメント能力の強化 

【施設改善支援の実施】

① 施設改善支援の基本的な考え方は、自立的な水道事業運営の道を歩むための第一歩を支援す

るもので、現状のサービス、経営状況改善のボトルネックとなっている既存給水システムの

不具合、ならびに経営改善に必要な料金収入の増加を図るために必要な最小限の範囲で行い、

サービスと経営の悪化という悪循環を断ち切るための第一歩を支援するものである。

② 小規模水道区においては、原水（井戸）水質が悪くても浄水施設がないため水道利用者数が

減少し、水質の改善なくして経営が成り立たない状況にある。小規模水道区が存続していく

ためには、現地に適合した安価で維持管理の容易な小規模浄水施設の開発が緊急の課題とな

っており、選定水道区に処理施設を建設し、最適な運転維持管理方法を検証して、標準設計

ならびに運転維持管理指針を作成する。

③ 給水施設の改善に必要な技術サービス（詳細設計、入札図書作成、資材調達計画、工事費積

算、施工監理）は、ローカルコンサルタントを調達して実施する。

④ また、浄水施設、貯水タンク、ポンプ場等の機械設備・構造物建設及び井戸掘削に係る施工

は、ローカルコントラクターを調達して実施する。なお、配管工事は、その規模によって、

管材料、バルブ、メーター等の資材をローカルコンサルタントが作成する資材調達計画に従

って調達し、選定水道区の直営工事で実施することも検討する。

⑤ TCP チームが選定水道区と協働して、上記の技術サービス並びに施工を適切に管理する仕組

みを構築する。

⑥ なお、選定水道区における施設改善支援の実施は、作業効率の観点から地域ごとにまとめて

順次実施していくこととする。

【水道事業運営全般に係るマネージメント能力の強化】

水道事業運営全般に係る現状と問題点の把握、水道事業経営/サービス改善計画の作成、施

設改善に係る設計、施工監理の管理、施設全体の運営管理等、一連のプロジェクト活動を水道

区経営者が主体となり、TCP チームの指導のもと OJT で経験させることにより、選定水道区

における水道事業運営全般に係るマネージメント能力の強化を図る。また、その他の対象水道

区に対しては、横断的な課題について、研修プログラムを通じてその対処能力の向上を図る。 

ステージ 4：施設改善支援後のモニタリングとフォローアップ指導 

サービス・財務状況の改善は、改善された施設が適切に運転管理されてはじめてその効果が現わ

れる。特に、財務状況の改善には、サービスが改善された事によって増加が見込める水道料金の徴

収率を限りなく 100％にし、また、施設を適切に運転することによる運転コスト等の削減が継続的に
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行われてはじめてその効果が現われる。これらの成果を財務諸表に確実に反映させるため、施設改

善後に継続したモニタリング・フォローアップ指導を行う。

3-2 実施スケジュール 

実施スケジュールは以下のとおり。

Time Frame Major Activities 

2005. 7～2006. 1 （約６０の）対象水道区のプロファイルの作成

2006. 1～2006. 2 （約２０の）選定水道区の決定

2006. 5～2007. 3 水道事業経営/サービス改善計画の作成 

（Phase 1：最初の約１０の水道区を対象） 

2007. 4～2008. 3 施設改善支援の実施

（Phase 1：最初の約１０の水道区を対象） 

2006. 5～2008. 3 選定水道区における継続した OJT による水道事業運営全般

に係るマネージメント能力の強化

（Phase 1：最初の約１０の水道区を対象） 

2008. 4～2009.12 モニタリング・フォローアップ支援

（Phase 1：最初の約１０の水道区を対象） 

2008. 5～2009. 3 水道事業経営/サービス改善計画の作成 

（Phase 2：残りの約１０の水道区を対象） 

2009. 4～2010. 3 施設改善支援の実施

（Phase 2：残りの約１０の水道区を対象） 

2008. 5～2010. 3 選定水道区における継続した OJT による水道事業運営全般

に係るマネージメント能力の強化

（Phase 2：残りの約１０の水道区を対象） 

2010. 4～2010. 6 モニタリング・フォローアップ支援

（Phase 2：残りの約１０の水道区を対象） 

2006. 8～2010. 5 対象水道区に対する研修プログラムの実施

3-3 実施体制・運営体制 

【実施体制】

本プロジェクトにおいては、JICA 専門家と LWUA カウンターパートが協働で、水道区の指

導にあたる。なお、水道区の経営・財務状況、サービス内容等の多くの情報を有している LWUA 

Water Development Services グループ（WDG）及び Technical Services グループ（TAG）職員と、

プロジェクトの全ての活動において密接に連携してプロジェクトを進める。添付「プロジェク

ト実施体制図」を参照。



- 50 - 

【運営体制】

本プロジェクトの適切な管理を目的として、合同調整委員会（Joint Coordination Committee: 

JCC）を組織し、年に 1 回、又は、その必要が生じたときに開催する。また、効率的なプロジ

ェクトの実施・運営を目的として、プロジェクト運営会議を四半期毎に開催する。

≪合同調整委員会（JCC）≫ 

1. 機能： − プロジェクトに係る年間活動計画の承認 
− モニタリング結果の評価 
− プロジェクトに係る諸問題の対応策の検討 

2. メンバー： （フィリピン側）

LWUA 長官（事業実施・総括責任者） 
LWUA 副長官（副総括責任者） 
LWUA Head カウンターパート(プロジェクト･マネージャー) 
NEDA 代表 
その他、プロジェクト側が指名する関係者

（日本側）

JICA フィリピン事務所長 
JICA 専門家 
その他、日本側が指名する関係者

≪プロジェクト運営会議≫

1. 機能： − 年間活動計画の策定と管理 
− プロジェクト実施活動の進捗管理と円滑な進行 
− モニタリング結果の報告 

2. メンバー： （フィリピン側）

LWUA 長官（事業実施・総括責任者） 
LWUA 副長官（副総括責任者） 
LWUA カウンターパート 
選定水道区の経営者

（日本側）

JICA 事務所 
JICA 専門家 

【モニタリング】

日本側専門家チームとフィリピン側カウンターパートチームが共同で、本プロジェクトのモ

ニタリングを行う。その内容としては、プロジェクトが計画通り実施されているか、「活動」、

「成果」及び「プロジェクト目標」を中心にその進捗状況、達成度を調べ、投入や外部条件の
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状況を把握した上で、必要に応じて「活動」などの計画内容の調整や修正を行う。また、モニ

タリングの結果は、プロジェクト内の関係者へ報告するとともに合同調整委員会（JCC）へ報

告する。

【評価】

プロジェクトの中間及び終了時に、JICA 及びフィリピン側関係者が共同で、「JICA 事業評価

ガイドライン」に沿って、評価 5 項目の観点から評価を実施する。プロジェクトチーム（日本

側専門家チームとフィリピン側カウンターパートチーム）は、評価調査に協力する。
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第 4 章 プロジェクト基本デザイン 

4-1 上位目標 

（プロジェクトが定める指針により、経営の自立性に劣る小規模水道区の中から選ばれる選定

水道区（約 20）を除く約 40 の）対象水道区におけるサービス及び経営が改善される。

4-2 プロジェクト目標 

（プロジェクトが定める基準により、約 60 の対象水道区の中から選ばれる約 20 の）選定水道

区におけるサービス及び経営が改善され、（選定水道区を除く約 40 の）対象水道区においてサ

ービス及び経営改善のための方策が示される。

4-3 成果と活動 

成果 1：対象水道区のプロファイルが作成され、具体的に経営改善を図る水道区が選定される。 

【活動】

対象水道区に対して実態調査（経営・機能診断）を行い、対処水道区の個々のプロファイル

を作成するとともに、住民のニーズ、経営改善の可能性、事業効果を総合的に評価し、プロジ

ェクトによって改善を図る水道区を選定する。

(1) LWUA の区分による小規模水道区から、他ドナーによる支援の有無、LWUA の債務返済

状況、過度な負債の有無、長期的な経営自立の可能性考慮して対象選定区（約 60 を想定）

を選定する。

(2) 対象水道区の実態調査（住民のニーズ、給水状況（普及率、水質・水量、施設の機能状

況等）の把握、経営・財務分析及び社会指標（世帯/人口、上水需要、水系伝染病感染状

況等）の把握）を行い、施設改善支援を実施した場合の技術的・財務的改善効果を予測

し、各水道区のプロファイルを取り纏める。

(3) 上記の対象水道区の個々のプロファイルに基づき、対象水道区全体改善指針を LWUA に

提示する。

(4) プロジェクトにより改善を図る水道区の選定に係る基準（住民ニーズ、水道区の改善意

欲、支援によるサービス・経営の改善可能性、事業効果など）を設定する。

(5) 対象水道区のプロファイルを基に、選定基準に沿って、約 20 の水道区を選定する。選定

水道区の決定に際しては、プロジェクトと水道区で事業実施に係る合意書を交わしてプ

ロジェクトへの参画と水道区の必要な活動と負担事項をコミットさせる。
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成果 2：選定水道区において、水道事業経営/サービス改善計画が作成される。 

【活動】

TCP チームは、水道事業経営/サービス改善計画11の作成に際して、水道区経営者の主体性に

基づきより実効可能性の高い計画とするために、水道区経営者を補助する役割を担い、現場の

状況に応じた改善計画の作成に係る助言・指導を行う。また、改善計画に基づく施設改善支援

の実施よって向上される収益が、持続的な事業運営のために適切に貯蓄されるよう、その仕組

みについて水道区と協議し、合意書を交わす。

(1) 選定水道区の水道事業経営/サービス改善計画の作成に係るガイドライン・ワークショッ

プを開催する。

(2) 選定水道区の訪問指導を通して、水道区の経営者に、経営、既存施設及びサービスの現

状と問題点とともに、受益者（地域住民）のニーズについても正確に把握させる。

(3) 上記の現状認識･分析に基づいて、水道区経営者に対して実行可能性の高い水道事業経営

/サービス改善計画（長期的な経営自立のためのモニタリング計画を含む）の作成につい

て指導する。

成果 3：選定水道区の給水施設が改善される。 

サービスの改善を目的とした給水施設の改善として、以下が挙げられる。

○ 水道水源井戸の補修・新設

○ 水質に問題を抱えている既存水源への浄水施設の設置

○ 配水システムの改善：貯水タンクの補修・新設、送水・配水管の補修・新設、メーター

の交換・新設、ポンプ設備等の改修・新設

○ 適正な水質管理を目的とした簡易水質検査機器供与と水質分析指導

【活動】

各水道区のサービスと経営の改善に不可欠な給水施設の改善については、プロジェクトの現

地適用化活動費を活用して実施する。施設改善計画の実施段階（詳細設計及び施工監理）にお

いては、サービス（コンサルタント、コントラクター）を調達して実施するものの、TCP チー

ムが水道区と協力してこれを適切に管理する。

(1) ローカルコンサルタントが実施する上記計画に基づく施設改善に係る技術サービス（詳

細設計、入札図書作成、施工監理等）について監理する。

(2) 選定水道区の施設改善工事に係る入札を行う 

(3) ローカルコントラクターが実施する上記設計に基づく施設改善について、ローカルコン

サルタントを活用し、水道区と協力して監理する。

11 水道事業全般に係る現状と課題を適切に把握した上で、５～１０年後を目標年次として、技術、財務、組織的側

面から実現可能性の高い改善計画を作成するもの。
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(4) 竣工にあたり施設の検査を行う。 

成果 4：対象水道区における水道事業運営全般に係るマネージメント能力が強化される。 

具体的なマネージメント能力の強化として、以下が挙げられる。

○ 水道事業経営/サービス改善計画に基づく財務管理計画（減価償却の適正管理、営業費用

削減、資金調達計画、資金管理計画、料金徴収率の向上、適正な水道料金体系）の適切

な実施。

○ 水道システムの適切な運転・維持管理技術の向上（適正なポンプ運転、バルブ調整によ

る水圧コントロール等の適正な運転・維持管理技術の向上や漏水対策も含む）。

○ 給水水質の適切な管理及び対応。

【活動】

現状分析、改善計画の作成段階から改善支援実施後の財務管理、施設維持管理について、水

道区を主体的に参加させ、TCP チームの助言・指導のもとで一連の作業を実践させることによ

って水道事業運営全般に係るマネージメント能力の強化を図る。また、対象水道区（その他４

０の水道区）のマネージメント能力の強化は、研修プログラムを通じて行う。

(1) 選定水道区関係者を全ての活動（現状分析、改善計画の作成、設計・施工監理の管理、

施設の運転・維持管理）に主体的に参画させ、実地技能研修（OJT）を行う。 

(2) 選定水道区に対して、施設改善支援後の財務管理、施設維持管理についてモニタリング・

フォローアップ指導を行う。

(3) 対象水道区関係者（経営者（GM）、担当職員及び理事会（Director Board）会長を対象と

した研修プログラム/ワークショップを継続的に実施する。 

①研修：小規模水道区が抱える共通の課題である、経営、技術、サービス改善に係る研

修。「経営／財務管理」、「上水道システム」、「水質管理」の３コース。各コース１

週間程度を予定。

＜第 2 年次＞ 

「経営・財務管理」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 

「上水道システム」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 

＜第 3 年次＞ 

「上水道システム」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 

＜第 4 年次＞ 

「経営・財務管理」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 

「水質管理」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 

＜第 5 年次＞ 

「経営・財務管理」： 2 名/水道区×15 水道区/回×4 回/年＝60 水道区（120 名） 
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②セミナー：プロジェクトの修了段階で選定水道区の改善効果の検証及び事業手法の技

術移転を目的としたセミナーを開催する。

成果 5：LWUA の対象水道区に対する支援体制が強化される。 

【活動】

JICA 専門家は、プロジェクトの活動全般を通じて小規模かつ経営の自立性に劣る水道区の

サービスと経営状況の改善のためのノウハウを LWUA カウンターパートに蓄積する。また、

LWUA の小規模かつ経営の自立性に劣る水道区の効率的な育成に係る各種政策やプログラム

についても、必要に応じて提言・助言を行う。

(1) プロジェクト活動全般を通じて、対象水道区におけるサービス及び経営改善に係る効果

的な技術と手法を LWUA カウンターパートに移転するとともに、各種指針（対象水道区

全体改善指針、改善計画の作成指針、経営・財務管理指針、浄水処理施設設計・維持管

理指針）を作成する。

(2) LWUA の対象水道区の育成に係る効果的な方策やプログラムについて、提言・助言を行

う。

4-4 投入 

日本側から以下の投入が必要となる。

(1) 人材（JICA 専門家）（詳細は添付資料「専門家 TOR」を参照） 

1) プロジェクト・マネージャー（水道計画）

プロジェクトを統括する。また、対象水道区の実態調査（経営・機能診断）及びプロ

ファイルの作成、対象水道区全体改善指針の作成、選定水道区の改善計画作成に係る指導、

上水道システムに係る研修講師、LWUA の対象水道区の育成に係る効果的な方策やプロ

グラムについて提言・助言を行う。

2) 調整員

チーフ・アドバイザーを補佐し、プロジェクトの運営、財務管理を行う。

3) 経営・財務

選定水道区の経営改善のため、経営・財務に係る助言・指導を行う。また、対象水道

区の実態調査（経営・機能診断）及びプロファイルの作成、対象水道区全体改善指針の作

成、経営・財務管理に係る研修講師を行う。

4) 水道施設設計

選定水道区の施設改善のため、技術的側面から設計・積算・入札・施工監理に係る助

言・指導を行う。また、浄水処理施設設計・維持管理指針及び標準設計図の作成を行う。 

5) 水理地質・地下水開発

選定水道区の新規水源井戸の調査及び建設のため、技術的側面から助言・指導を行う。
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6) 浄水施設維持管理

選定水道区に建設される浄水施設の運転・維持管理に係る助言・指導を行う。また、

対象水道区を対象とした水質管理に係る研修講師を行う。

(2) 現地適用化活動費（水道施設改善支援のための費用） 

1) ２億円（1,000 万円/水道区×20 水道区）

(3) 機材 

1) 簡易水質分析機（選定水道区）

2) 水道料金徴収管理関連機材（選定水道区）

3) 事業管理用事務機器（選定水道区）

(4) 研修関係 

1) 研修プログラム：対象水道区関係者に対して、小規模で経営の自立性に劣る水道区に横

断的に見られる技術的な課題（経営・財務管理、上水道システム、水質管理）について、

研修プログラムを通じてその対処能力の強化を図る。

2) ワークショップ/セミナー：上記研修の他に、プロジェクトの成果を対象水道区や LWUA

に普及するため、必要に応じてワークショップ/セミナーを開催する。

フィリピン側からの投入は以下が要求される。

(1) 人材 

1) 事業実施・総括責任者（LWUA 長官）

2) 事業実施・副総括責任者（LWUA 副長官）

3) プロジェクト・マネージャー（ヘッド・カウンターパート）

4) プロジェクト・スタッフ（カウンターパート）

5) その他（必要に応じてその他 LWUA 職員）

(2) 施設・機材 

1) LWUA 現有の施設及び機材（水質検査設備・研修施設等）

2) プロジェクト事務所（専門家執務室）

3) 選定水道区でのプロジェクト活動に必要な用地、建物、その他必要な設備

(3) 予算 

1) LWUA カウンターパート職員の給与、出張費用

2) 事業運営管理費用

4-5 外部条件、リスク分析 

【「外部条件」はプロジェクトの成功のために重要であるが、プロジェクトによりコントロールで
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きず、生じるか否か不確な条件】

本プロジェクトにおける外部条件は以下のとおりである。

項 目 条 件

(1) 開発効果の持続に必要な条件： • 特になし

(2) 上位目標に対する外部条件： • 対象水道区に対する資金的な支援が関係

機関により提供される

(3) プロジェクト目標に対する外部条件： • 対象水道区が政治的な干渉を受けない 

(4) 成果の達成に必要な条件：  • LWUA 及び水道区に係る政策（EO279）が

変更されない

• 育成された対象水道区の経営者（GM）及

び職員が継続して勤務する

• 選定水道区が政治的な干渉を受けない

• 対象水道区の所在地域の治安が悪化しな

い

4-6 前提条件 

本プロジェクトにおける必要条件（前提条件）は、特に確認されない。
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第 5 章 プロジェクトの実施妥当性 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は総合的に妥当であると判断される。

5-1 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。

(1) 必要性 

（フィリピン国の国家開発課題・政策との整合）

• 2004 年 6 月のアロヨ大統領就任時に発表された「貧困と戦う 10 のアジェンダ」では全ての

町への水道の普及が謳われており、新中期開発計画（2004-2010 年）でも、無給水地域(飲料

水提供が対象世帯の 50％以下)の解消を目指し、地方部 633 の無給水地域の解消を掲げてお

り、水道区の給水地域／世帯の拡大も重要な課題となっている。

• 同政府は、2004 年 2 月に当該セクター融資政策や関係機関の役割の見直しに関する政令

（EO279）を発令しており、この下で、経営の自立性に劣る水道区を持続性・自立発展性の

ある水道区へ育成することは、地方都市における安全で安定的な水道サービスの維持と普及

を図る上で急務となっている。

（ターゲットグループ、最終受益者のニーズとの整合性）

• 本プロジェクトが対象とする小規模で経営の自立性に劣る水道区は、給水栓数が少なく営業

効率が悪い上に、初期設備投資に要した過重負債を抱えて財務状況が悪化しており、施設の

不備・老朽化に対処できず、給水サービスが低下し、給水栓数が減少するという悪循環に陥

っている。水道区はその公共性の高さから公共事業体とされているが、公的財政支援は期待

できず、自らの経営努力による事業実施を求められており、施設整備によるサービス改善と

給水栓数の拡大により料金収入の増加を図り、自立的に事業継続が可能なレベルまで経営を

改善することが必要となっている。

• 給水対象地域の住民意識調査の結果からも、住民は安全かつ良質な水の安定提供を強く求め

ており、水道区の給水サービスの改善に対する期待は大きい。

(2) 優先度（日本の開発援助政策・JICA の国別援助計画との整合性） 

• 日本政府は、ODA 大綱（2003 年）で、「水と衛生」に係る協力を貧困削減に係る重点課題の

ひとつとしており、対フィリピン国別援助計画（2000 年）でも、貧困融和と地域格差の是正

を促進するため「上下水道整備」などの基礎的サービス改善を行うとしている。

• JICA は国別援助計画において、地域格差の是正を図るため基礎的生活条件の改善を上げ「安

全な水の供給」に対する協力を進める必要があるとしている。
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(3) 手段としての適切性 

（上位目標へのアプローチ）

• 本プロジェクトは、現状では自立的な事業継続が危ぶまれる小規模水道区において、改善計

画の作成と実施を直接的に支援するとともに、水道事業運営全般に係る能力の強化を図るこ

とにより、具体的にサービス及び経営の改善を図り、その方策と成果を、水道区の育成・支

援を行う地方水道公社（LWUA）に還元し、同様の問題を抱える小規模水道区の改善に繋げ

ることを通じて安全な水の提供を促進するものである。

（最終受益者への裨益）

• プロジェクトの実施を通じてサービスと経営が改善されることにより、約 20 の選定水道区

の直接裨益人口は約 8～12 万人、約 60 の対象水道区の最終裨益人口は約 24～36 万に達する

と見込まれている。

（日本の技術の優位性）

• 日本の地方水道事業は独立採算性を原則としており、サービスの質を確保しつつ経営の効率

化を図るノウハウ、技術は官・民ともに蓄積されている。また、民間企業、コンサルタント

等においては海外の上水道整備に従事した経験をもつ企業も多く、こうした技術の活用を図

ることが可能である。

5-2 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと見込まれる。

（計画の理論性）

• 本プロジェクトは、約 20 の選定水道区において、そのサービスと経営を具体的に改善する

こと目標とし、その達成のために、1）対象水道区個々の実情と問題、ニーズ、改善の可能

性などを分析して水道区を選定し、2）水道区による主体的な改善計画の作成を支援し、3）

サービスに不可欠な施設の改善を水道区と協力して実施し、4）その実施とフォローアップ

を通じて水道区経営者・職員の実務能力の向上を図り、自立的な事業運営を可能にする。更

に、上位目標の達成に繋げるために、同様の問題を抱える約 60 の対象水道区を対象にした

研修プログラムを通じてその対処能力の向上を図り、5）対象水道区の育成・支援を行う

LWUA の技術支援能力の強化を図る。このようにプロジェクト目標の達成、及び更に上位目

標に向かうために必要なアウトプットが、目的と手段の関係で検討・計画されている。

（参加型の計画作成）

• 本プロジェクトは、カウンターパート機関である LWUA 関係者やターゲットグループとし

て想定される水道区関係者との協議、現地訪問調査による現状分析と改善可能性のケースス

タディ、最終受益者である住民の意識調査、ターゲットグループを交えた関係者による計画

立案ワークショップなどを通じて、十分な調査・検討と議論を経て計画されている。

• プロジェクトの実施段階においても、水道区の主体性を重視しており、計画の作成から実施、
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その後の運営管理まで、双方の合意と協力の基に改善事業を行うとしており、関係者の高い

コミットメントの下に実施されることが期待できる。

（指標と指標入手手段）

• 水道区におけるサービス（運営）の状況を示す指標として、1)給水栓数/人口、2)給水時間、

3)水質、4)無収水率、5)料金徴収率、6)職員当り給水栓数が、経営の状況を示す指標として、

7）収入対営業利益率、8)流動比率、9 長期／債務資本比率、10）債務返済比率12などが設定

される。これらは、水道区が作成して LWUA に提出する月間事業報告、財務諸表13、水質検

査報告(水源は年毎、水道水は月毎)により把握可能である。なお、対象水道区の中には、職

員の能力不足やメータ等の不備などにより報告が必ずしも適切に行われていない例もある

が、こうしたデータの整備・報告はプロジェクトによるマネージメント能力の強化により改

善が期待される。

• 対象水道区のベースラインデータは、プロジェクト初期の実態調査を通じてプロファイルと

して整備される。選定水道区のサービスと改善に係る目標値は、個々の選定水道区の実情に

応じて作成される改善計画で設定されることとなる。

• 最終受益者のサービスに係る満足度は、事前評価調査で行った世帯調査に準じて選定水道区

で行うことが想定されている。

（外部条件）

• 水道区の経営に係る最高決定権は、自治体の首長によって任命される理事（5 名、任期 6 年、

2 年毎に一部が交替）で構成される理事会にあり、任命権を持つ首長など政治家の干渉を受

ける可能性がある。また、コストを水道料金に適切に反映するための値上げは、公聴会、自

治体の承認を経る必要がある。

• 水道区の経営者（GM）及び職員は理事会の長による任命で雇用される政府関係職員である

が、育成された人材が外部に流出しないように、魅力的な雇用条件・職場環境の整備が望ま

れる。

• プロジェクトでは、この外部条件を考慮して、水道区の選定に際しては住民のニーズ及び水

道区の参加意欲を確認し、具体的な改善支援に際しては水道区との合意書で必要な諸条件を

担保するとともに、住民に対する公聴会を通じて水道事業への理解を求めるとともに、水道

契約数の拡大を確保することを検討している。

5-3 効率性 

本プロジェクトは、以下の事由により効率的な実施が見込まれる。

（アウトプットと因果関係）

• 選定水道区において具体的なサービスと経営改善を図るため、改善可能性と効果の検討を含

めた選定指針が事前に整理されており、現地実態調査、選定クライテリア作成、改善計画作

12 LWUA/Oversight Committee は債務返済比率として「利子支払い前純収入／債務返済額（利子＋元本）」を掲げてい

るが、「（利子支払い前純収入＋減価償却費）／債務返済額（利子＋元本）」を指標とするほうが合理的であると思わ

れる。
13 水道区における会計監査に時間が係ることから、実際には財務諸表は LWUA にはほとんど提出されていない。 
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成、施設改善の実施、実施後のモニタリング・フォローアップ、更に関係者の研修・訓練が

プロセスを追って適切に計画されている。

• 改善計画作成から施設改善、その後の運営管理まで、水道区の主体的な参加を前提とし、そ

の責務と役割を合意書により確認したうえで改善事業を行う計画となっており、現場の実情

に即した改善が、直接受益者の主体的な参画のもとに効率的・効果的に行われる可能性が高

い。

(コスト) 

• 選定水道区における施設改善工事は、収益の増加に直接貢献するための投資として、現地に

適合した安価で維持管理の容易な施設を想定しており、ローカルコンサルタント及びローカ

ルコントラクターをプロジェクトが入札により直接調達し、水道区と協力して監理する。配

管工事は、規模によって、水道区直営で実施することも検討されており、安価で効果的な工

事が実施される可能性が高い。

• 本プロジェクトで日本側は、業務実施契約による実施を想定しており、調整員を除く 5 名の

専門家は契約に基づいて必要な期間現地での活動に従事する。その投入は 5 年間で約 100 人

月と見込まれており、従来の長期派遣専門家を中心とした技術協力プロジェクトに比較して、

格段に少ない人的投入となっている。

（阻害要因）

• 本プロジェクトの活動の殆どは、全国に点在する約 20 の選定水道区を中心に行われること

から、専門家・カウンターパートの移動に係る時間・費用が多くなると見込まれるが、LWUA

カウンターパートの旅費には限度があり、必要な予算措置がなされない場合、カウンターパ

ートの活動が制約され、活動の実施及び活動を通じた実践的な技術移転が阻害される可能性

がある。

5-4 インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測される。

（上位目標と達成見込み）

• 本プロジェクトは、「（小規模で経営の自立性に劣る）対象水道区における水道サービス及び

経営が改善される」ことを上位目標とし、プロジェクトを通じて、約 60 の対象水道区の内、

約 20 の選定水道区において、具体的かつ直接的な改善支援を行い、その成果を他の対象水

道区の関係者を対象とした研修プログラムを通じて還元するとともに、対象水道区の育成・

支援を行う LWUA の技術支援能力の強化を図るとしており、主に人的能力の面でプロジェ

クト効果の波及が見込まれる。

（外部条件）

• 対象水道区のサービス・経営改善を具体的に達成するためには、関係者の能力向上だけでは

不十分であり、水源や施設などの水道サービスの根幹に関わる問題に対処するための投資が

必要となる。経営の自立性に劣る対象水道区が自己の信用力で必要な投資資金を調達するこ
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とは困難であり、また、仮に融資を受けられたとしても 8.5～12％程度と高い金利負担が更

に経営を圧迫する可能性が高いことから、具体的な改善の達成には無償あるいは低利の資金

の提供が必要となるが、LWUA を始めするフィリピン政府機関による資金提供の可能性はそ

の財政状況から見て低く、日本を始めとするドナーによる支援が可能性として考えられる。 

（その他のインパクト）

• 本プロジェクトは、融資による水道事業の育成を中心戦略とする現在のセクター政策から取

り残され、事業の継続が危ぶまれる小規模で経営の自立性に劣る水道区に対し、その主体性

を尊重しつつ、直接的に技術と施設を投入して具体的なサービスと経営の改善を図る新たな

アプローチであり、「経営の自立性に劣る水道事業体を持続性・自立発展性のある水道事業

体に育成する」ことを掲げる政令279の実施に大きなインパクトを与えることが期待される。 

• 地方分権化の推進に伴う地方都市における役割の強化政策、また、農村部の自然人口増を吸

収する形で地方都市における人口の増加が予測され、また、フィリピン経済の発展にとって

も地方都市の社会基盤整備は重要な鍵となっている。本プロジェクトは、地方都市における

水道インフラの改善と整備に繋がるものであり、その経済的インパクトが考えられる。

• 本プロジェクトの実施によって、約 20 の小規模水道区のサービスと経営が改善されること

により、約 8～12 万人が直接的な裨益を受け、約 60 の対象水道区の改善が図られれば最終

裨益人口は約 24～36 万に達すると見込まれており、開発の遅れている地方の基礎的生活条

件の改善に大きなインパクトが期待される。

• プロジェクトが調達し監理するローカルコンサルタント／コントラクターに、現地に適した

安価な施設改善の詳細設計や施工監理に係るノウハウ・技術が蓄積されることにより、水道

区が活用できる技術リソースが地域に育成されることが期待される。

• 多くの水道区は地下水を水源としているが、調査した範囲では水源枯渇や地盤沈下などは見

られなかった。対象水道区の事業規模は小さく、環境への影響は少ないと思われるが、水源

開発に当たってはその影響を考慮する必要があると考える。

• 水道の普及により、水汲みに係る女性や子供などの労働の軽減が期待される。

• その他、貧困・ジェンダーなど配慮を要する負のインパクトは予測されていない。

5-5 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、以下のように予測される。

（政策・制度的側面）

• 安全な水の提供は、国家開発計画において、基礎的生活条件に係る重要課題として挙げられ、

新中期開発計画（2005-2010 年）でも無給水世帯の解消（水道普及率の向上）を目標とされ

ており、その国家政策は変わらないものと思われる。

• 政令 279 号は LWUA を財務省所管としているが、他方、2004 年 11 月にはこれを従来どおり

公共事業道路省所管とする政令 387 号が出されている。これについて、国家経済開発庁及び

財務省関係者は、所管変更は政治的決定としつつ、EO279 で示された LWUA の役割に変更

をもたらすものではないとしているが、DOF 所管となった場合、融資事業への特化と技術サ

ービスの縮小が促進される可能性が考えられる。
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（組織・財政的側面）

• LUWA は政令 279 号を受けて、水道区育成計画・融資政策・財務改善計画を見直しているが、

その財務状況の改善には相当の時間とリストラなどの合理化が必要であり、プロジェクト終

了後、独力で対象小規模水道区への無償支援を行うことは困難であり、その実施には外部か

らの支援が必要となると思われる。

• LWUA には、一時期 1700 名の職員が居たが、財政悪化や事業縮小などにより、調査時点で

は約 700 名（内技術系約 400 名）に減少し、90 年代後半以降新規職員の採用は行われておら

ず、職員の高齢化が見られる。カウンターパートに予定されている職員は経験豊富で意識が

高いが、平均年齢が約 40 歳台と高く、プロジェクトを通じて蓄積される技術がその業務に

活かされる期間は比較的短いと思われる。

• プロジェクトが直接的な改善支援を行う選定水道区は、サービスと経営の改善によって自立

的な事業運営が可能となることが見込まれている。

（技術的側面）

• プロジェクトによる技術移転は、LWUA カウンターパート及び選定水道区関係者を対象に、

主に現場での実践活動を通じて行われる予定であり、現場の実情に即した能力の向上が見込

まれるが、水道区が適切なマネージメント・施設維持管理を行うために職員の増員と育成が

必要となる可能性があり、LWUA による研修プログラムやフォローアップの継続的な実施が

必要となる。

• 他の対象水道区には、プロジェクトが実施する研修、更に LWUA 職員が継続してフォロー

アップすることにより必要な知識・能力の普及が行われる見込みである。

• 選定水道区の施設改善支援は、計画から実施まで水道区の主体的な参画の基に行われ、完成

後の維持管理を水道区自身が自立的に行うことを前提に現場での実践的な指導・訓練が計画

されている。また、施設の減価償却費を積み立てることを支援の条件とするなどの方策も検

討されており、プロジェクト終了後も適切に維持管理されることが見込まれる。

以 上
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Creditworthy Semi - CW Pre - CW Non - CW
8.5 - 10.0 5.5 - 8.4 3.0 - 5.4 0.00 - 2.9

Points 10 pts. 6 pts. 3 pts. 0 pts.

FINANCIAL:

Current Ratio (CR) If CR > 2.0 If CR > 1.2 but < 2.0 If CR > 0.9 but < 1.2 If CR < 0.9 20%

Debt Service Ratio (DSR) If DSR > 2.3 If DSR > 1.2 but < 2.3 If DSR > 0.9 but < 1.2 If DSR < 0.9 20%

Net Profit Ratio (NPR) If NPR > 0.08 If NPR > 0.05 but < 0.08 If NPR > 0.03 but < 0.05 If NPR < 0.03 5%

Debt Equity Ratio (DER) If DER < 0.75 If DER > 0.75 but < 0.85 If DER > 0.85 but < 1.0 If DER > 1.0 5%

OPERATIONAL:

Collection Ratio (CR) If CR > 87% If CR > 78% < 87% If CR > 70% but < 78% If CR < 70% 20%

Non-Revenue Water (NRW) If NRW < 25% If NRW >25% but < 45% If NRW > 45% BUT < 55% If NRW > 55% 20%

Service Conn./Staff (SR) If SR > 120 If SR > 100 but < 120 If SR > 80 but < 100 If SR < 80 10%

100%

Definition of Terms / Formula:
A.  Financial

Current Ratio
  - Measures liquidity

Debt Service Ratio Net Income before Interest / Debt Service (Int. + Principal)
 - Measures Solvency; Shows how many times debt service for a given period is covered by operations

Debt : Equity Ratio Long Term Debt / Total Equity
 - Shows how much of the capital structure consists of debt, equity

Net Profit Ratio Net Income / Total Revenues
  - Measures Profitability

B.  Operational
Collection Ratio Collection of Current Year Water Sales + Collection of Accounts Receivables) /

   (Total Billings, Water Sales  +  Average Accounts Receivable for the Year)

Non-Revenue Water 1 - (Volume Sold / Volume Produced)

Staffing Ratio Total Active Service Connections / Total Employees

新水道区クラス分けクライテリア（最終案）

Current Assets / Current Libilities

Total Weighted Score for
Class Weight

R   A  N   G   E

 T     O     T     A     L

添付資料 1. 
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Small
Region CW SCW PCW NCW Total

1 7 10 4 1 22
CAR 0 0 0 0 0

2 2 6 4 0 12
3 13 17 7 1 38
4 14 12 0 0 26
5 8 6 6 2 22
6 6 15 13 1 35
7 2 5 2 0 9
8 3 2 2 0 7
9 1 5 2 1 9
10 3 2 0 1 6
11 3 5 4 2 14
12 2 6 1 2 11
13 1 0 4 1 6

ARMM 1 0 1 1 3
Total 66 91 50 13 220

; No Data

Average
Region CW SCW PCW NCW Total

1 1 3 0 1 5
CAR 1 0 0 0 1

2 0 0 1 0 1
3 6 4 2 0 12
4 6 0 0 0 6
5 1 1 1 0 3
6 1 3 2 0 6
7 0 0 0 0 0
8 1 2 0 0 3
9 0 0 0 0 0
10 0 1 0 0 1
11 1 2 1 0 4
12 0 2 0 0 2
13 0 2 0 0 2

ARMM 0 0 0 0 0
Total 18 20 7 1 46

; No Data

添付資料 2. 全国小規模水道区マップ 
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Small WDs
(250 WDs)

Too big
(25 WDs)

Good &
enough

Not so big
(60 WDs)

Amount of arrears
& debt

water quality &
quantity

Not good*1) or
not enough*2)

Financial
Projection Sound

Not sound

Subject to selection

Subject to selection

Screening based on
the data available at

LWUA

Field Survey

Target of the
Project

(about 60 WDs)

Note
*1): Investment for construction of

   water treatment plant is required.
*2): Investment for development of

   new water source is required.

With arrears
(85 WDs)

Without arrears
(55 WDs)

Financed by ADB or
KfW (110 WDs)

Financial status

Not financed by ADB
or KfW (140 WDs)

* 20 WDs will be selected.

水道区選定フロー（案）
添付資料 3. 
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NEDA ・Representative

Other ・Concerned Personnel decided ・
Specialist for Management &
Finance

Observer ・Selected GM of WD ・
Specialist for Water Supply Facilities
Design

・
Specialist for Hydro geological and
Groundwater Development

・
Specialist for O/M of Water
Treatment Plant

Observer ・Officials, Embassy of Japan. ・
Specialist for Management & Finance

・
Specialist for Water Supply Facilities
Design

・
Specialist for Hydro geological and
Groundwater Development

・
Specialist for O/M of Water Treatment
Plant

・
Specialist for Water Quality Monitoring

・
Specialist of Training

Target WDs
General Managers

Staff

Selected WDs
General Managers

Staff

Project Manager

Head Counterpart, LWUA

JICA:
・Resident Representative
・Experts
・Concerned Personnel decided

<Japanese Side>

Project Staff

(Technical)

(Administrative, Management)

Chief Advisor
(Specialist for Water Supply System)

JCC

LWUA:

・Administrator
・Deputy Administrator
・Head Counterpart
・Other personal

<Philippines Side>

Deputy Administrator

プロジェクト実施体制図

Project Director

Administrator, LWUA

Project Deputy Director Coordinator

JICA Experts

JICA-LWUA TCP TEAM

添付資料 4. 
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添付資料 5. 

プロジェクト名：地方水道改善プロジェクト 期間：2005年7月～2010年6月 （5ヵ年） Ver. No: 1.1
Target Group：経営の自立性に劣る約60の小規模水道区 作成日： 2005年3月29日

上位目標

対象水道区のサービス及び経営が改善される  1-1  1-1 水道区が作成する月間事業報告書、財務
諸表

プロジェクト目標

 1-1  1-1 水道区が作成する月間事業報告書、財務
諸表

・ 対象水道区に対する資金的な
支援が関係機関により提供さ
れる

 1-2  1-2 上水道利用者のインタビュー／アンケー
ト調査結果

 1-3  1-3 水道区プロファイル、水道区改善指針

アウトプット（成果）
1  1-1  1-1 水道区プロファイル・データシート ・ 対象水道区が政治的な干渉を

受けない

 1-2  1-2 LWUAと合意された最終リスト

2 選定水道区において水道事業経営/サービス改善計画
が作成される

 2-1  2-1 水道区と合意された改善計画

3 選定水道区における給水施設が改善される  3-1  3-1 詳細設計、入札図書、調達計画、工事費
積算書

 3-2  3-2 工事完了報告、竣工図、検査記録、水道
区及びLWUAと締結される運営合意書、
施設運転記録

4 対象水道区における水道事業運営全般に係るマネー
ジメント能力が強化される

 4-1  4-1 研修記録、月間事業報告書、財務諸表

 4-2  4-2 施設維持管理記録、水質管理記録、月間
事業報告書、財務諸表、職員のインタ
ビュー

5 LWUAの対象水道区に対する支援体制が強化される  5-1  5-1,
 5-2

LUWAが作成する対象水道区の改善戦
略。関係者のインタビュー

 5-2

対象地域：（約60の）対象水道区の給水地域

外部条件

対象水道区職員の水道事業運営全般に係る知識が向上す
る

選定水道区職員の水道事業運営全般に係る知識･技能が向
上する

2010年までに、対象水道区のサービス及び経営改善のた
めの知識、方法を整理する

2006年3月までに、経営改善を図る水道区の最終リストが

LWUAと合意される

選定水道区のサービス及び経営が改善され、対象水
道区のサービス及び経営改善のための方策が示され
る

対象水道区のプロファイルが作成され、具体的に経
営改善を図る水道区が選定される

2010年までに、選定水道区の上水道利用者の満足度が向
上する

LWUAの対象水道区の効果的な改善方法に係る知識が強
化される

最初の10水道区は2008年3月までに、次の10水道区では

2010年3月までに、施設改善に係る工事が完了する

プロジェクトの要約 指標

Project Design Matrix (PDM)

入手手段

LWUAカウンターパート職員の対象水道区の経営、サー
ビス改善のための知識が向上する

2006年1月までに、対象水道区のプロファイルを作成する

最初の10水道区は2006年7月までに、次の10水道区は

2008年7月までに、改善計画が選定水道区と合意される

最初の10水道区は2007年3月までに、次の10水道区は

2009年3月までに、施設改善に係る詳細設計･入札図書が
作成される

2015年までに、対象水道区の上水道事業及び経営の指標
が改善される。

2010年までに、選定水道区の上水道事業および経営の指
標が夫々の改善計画で設定されたレベルに改善される。
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活動

 1-1 ・

 1-2

 1-3 1 プロジェクト ダイレクター 1
2

プロジェクトマネージャー（水道計画）
調整員

・ 選定水道区が政治的な干渉を
受けない

2 プロジェクト 副ダイレクター 3 経営･財務 ・ 対象水道区の所在地域の治安
が悪化しない

 2-1 3 プロジェクト マネージャー 4 水道施設設計 ・

 2-2 4 プロジェクト スタッフ 5 水理地質･地下水開発

 2-3 6 浄水施設維持管理

（施設･機材） （施設改善支援に係る費用）

 3-1 ・ 水質検査設備、その他プロジェクト活
動に必要な施設･機材

・ 選定水道区の施設改善工事に必要な費用

 3-2 ・ JICA専門家執務室及び必要な設備 ・ 研修、ワークショップ、セミナーに必要
な費用

 3-3 ・ 水道区でのプロジェクト活動に必要な
用地、建物、その他必要な設備

（予算） （機材）

 4-1 ・ LWUAカウンターパート職員の給与及
び旅費

・ 選定水道区の水質検査器具

 4-2 ・ 運営管理費 ・ 選定水道区の水道料金徴収管理関連機材

 4-3 ・ 選定水道区の事業管理用事務機器

前提条件

 5-1

 5-2

備考：

プロジェクト活動全般を通じて、対象水道区におけるサービス及び経
営改善に係る効果的な技術と手法をLWUAカウンターパートに移転す
るとともに、各種指針を作成する

（１）「小規模水道区｣は、LWUAの分類により定義される

《日本》

（２）「経営の自立性に劣る水道区」は、料金収入不足及び過重な負債返済義務により持続的な経営が困難な状況にある水道区を言う。

育成された対象水道区のジェ
ネラルマネージャー及び主要
職員が継続して勤務する

選定水道区職員に対して、施設改善支援後の財務管理、施設維持管理
について、モニタリング・フォローアップ及び研修を行う

対象水道区職員及び理事会会長に、水道事業運営全般に係る研修を行
う。

LWUAの対象水道区の育成に係る効果的な方策やプログラムについ
て、提言・助言を行う

《フィリピン》

上記計画に基づく施設改善に係る技術サービス（詳細設計、入札図書
作成、施工監理等）について監理する

（カウンターパート）

対象水道区を選定する

対象水道区の経営・機能診断を行い、個々の水道区プロファイルを作
成する

選定水道区による水道事業経営/サービス改善計画の作成を支援する

対象水道区全体改善指針を作成し、具体的な経営改善を図る水道区を
決定する

竣工にあたり施設の検査を行う

選定水道区職員を対象に水道事業経営/サービス改善計画の作成に係る
ガイドライン・ワークショップを開催する

（３）「対象水道区」は、プロジェクトが定める指針に基づいて、小規模水道区の中から選ばれる。

投入

LWUA及び水道区に係る政策

（政令279)が変更されない

サービス・経営の現状と問題点及び受益者のニーズについて、訪問指
導を通して、正確に把握させる

上記設計に基づく施設改善工事について、ローカルコンサルタントを
活用して監理する

（専門家）

選定水道区職員に対して、現状分析、計画作成、設計・施工監理の監
理、施設の運転維持管理に係る実地研修（OJT）を行う
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専門家 TOR（案） 

１． チーム・リーダー（水道計画）

新規・継続区分：新規

派遣開始時期：2005 年 7 月 

語学レベル：A 
経験年数：20 年 

【目的】

プロジェクト全体を適切にマネージメントして、プロジェクト目標を達成するよう主導する。ま

た、本プロジェクトにおける効果的な方策やプログラムを LWUA にフィードバックし、同様の問

題を抱える小規模水道区に対する支援体制の強化に繋げる。

【成果】

本プロジェクトが円滑に実施され、個々の活動と成果が達成されるとともに、プロジェクトにお

ける教訓が LWUA にフィードバックされる。 

【活動】

（１） 個々の活動の統括及びプロジェクト全体のマネージメントを行う。

（２） 小規模水道区に係るデータ収集・分析を行い、対象水道区を選定する。

（３） 対象水道区の実態調査を実施してプロファイルを作成し、選定水道区を LWUA と協議して決

定する。

（４） 選定水道区を対象に、経営及び施設改善計画作成に係るオリエンテーション/ガイドライン・

ワークショップを開催する。

（５） 選定水道区が作成する水道事業経営及びサービス改善計画について、特に、水道計画の視点

から助言・指導を行う。

（６） ローカルコンサルタントが実施する上記計画に基づく施設改善に係る技術サービス（詳細設

計、入札図書作成、入札、施工監理、竣工検査等）について指揮する。

（７） 選定水道区職員を対象に、施設の改善計画、設計、入札関連、施工監理、運転・維持管理に

係る実地技能研修（OJT）を指揮する。 
（８） LWUA と協力して対象水道区職員及び理事会会長を対象として実施する研修プログラム（経

営/財務管理、上水道システム、水質管理）及びセミナーを指揮する。また、上記研修プログ

ラムのうち、上水道システムコースの講師を行う。* なお、研修期間は１コース５日間程度とする

が、研修コースの実施詳細内容等（使用教材、講師の編成（LWUA の講師を含む）については、LWUA と協

議して決定する。

（９） LWUA の対象水道区の育成に係る効果的な方策やプログラムについて提言・助言を行う。 
（１０） 施設改善後において定期的に選定水道区を訪問してモニタリング・フォローアップ指導を

行う。

添付資料 6. 
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２． 経営・財務

新規・継続区分：新規

派遣開始時期：2005 年 7 月 

語学レベル：A 
経験年数：15 年 

【目的】

選定水道区におけるサービス及び経営改善のため、経営・財務状況の改善に係る助言・指導を行

う。

【成果】

個々の選定水道区において、経営・財務の改善に係る計画が適切に実施される。

【活動】

（１） 小規模水道区に係るデータ収集・分析を行い、経営・財務的側面から対象選定区の選定に協

力する。

（２） 対象水道区の実態調査を実施してプロファイルを作成し、経営・財務的側面から水道区の選

定作業に協力する。

（３） 選定水道区を対象に、経営及び施設改善計画作成に係るオリエンテーション/ガイドライン・

ワークショップを開催する。

（３） 選定水道区が作成する水道事業経営及びサービス改善計画について、経営・財務改善計画作

成に係る助言・指導を行う。また、長期的な経営自立のためのモニタリング計画の作成を支

援する。

（４） 選定水道区職員に対するマネージメント（経営、財務管理、顧客管理等）に係る実地技能研

修（OJT）を行う。 
（５） LWUA と協力して対象水道区職員及び理事会会長を対象として実施する研修プログラム（経

営・財務管理、上水道システム、水質管理）及びセミナーを指揮する。また、上記研修プロ

グラムのうち、経営・財務管理コースの講師を行う。* なお、研修期間は１コース５日間程度とす

るが、研修コースの実施詳細内容等（使用教材、講師の編成（LWUA の講師を含む）については、LWUA

と協議して決定する。

（６） 施設改善後において定期的に選定水道区を訪問して財務面からのモニタリング・フォローア

ップ指導を行う。
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３． 上水道施設設計

新規・継続区分：新規

派遣開始時期：2006 年 5 月 

語学レベル：A 
経験年数：15 年 

【目的】

選定水道区におけるサービス及び経営改善のため、技術的側面から施設設計、積算、入札、施工

監理に係る助言・指導を行う。

【成果】

個々の対象水道区において、給水施設改善に係る計画が適切に実施される。

【活動】

（１） 水道事業経営/サービス改善計画に基づく給水施設設計に係る助言・指導を行う。 

（２） フィリピンにおける地下水の小規模浄水施設に係る資料の収集・分析、並びに既存の浄水施

設の現地調査を行い、より安価で維持管理が容易な小規模浄水施設の実証プラントの設計を

企画・指導する。また、設計に先立ち、必要な原水（井戸）水質の分析を指導する。

（３） ローカルコンサルタントが実施する上記計画に基づく施設改善に係る技術サービス（詳細設

計、入札図書作成、入札、施工監理、竣工検査等）について監理する。

（４） 選定水道区職員に対する施設の設計・施工監理に係る実地技能研修（OJT）を行う。また、

LWUA 職員に対する竣工検査に係る OJT を行う。 

４． 水理地質・地下水開発

新規・継続区分：新規

派遣開始時期：2006 年 6 月 

語学レベル：B 
経験年数：15 年 

【目的】

選定水道区におけるサービス及び経営改善のため、技術的側面から水源井戸の調査及び建設に係

る助言・指導を行う。

【成果】

水源井戸の建設或いは補修が必要とされる個々の選定水道区において、水道水源の確保に係る計

画が適切に実施される。

【活動】

（１） 水道事業経営/サービス改善計画に基づく水源井戸の建設或いは補修について、選定水道区及
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び周辺地域の水理地質データの収集・分析を行い、井戸掘削地点の選定等に係る技術的助

言・指導を行う。

（２） ローカルコンサルタントが実施する井戸掘削工事に係る施工監理を指導する。

５． 浄水施設維持管理

新規・継続区分：新規

派遣開始時期：2008 年 5 月 

語学レベル：A 

経験年数：15 年 

【目的】

選定水道区におけるサービス及び経営改善のため、建設される浄水施設の運営・運転・維持管理

に係る助言・指導を行う。

【成果】

浄水施設が建設される個々の選定水道区において、浄水処理及び水質管理に係る計画が適切に実

施される。

【活動】

（１） 建設された浄水施設の試運転を行うとともに、適切な運転・維持管理に係る助言・指導を行

う。

（２） 上記の浄水施設の「運転・維持管理マニュアル」を作成する。

（３） 上記の浄水施設を用いて、浄水施設が建設される選定水道区職員に対し、運営・運転・維持

管理に係る実地技能研修（OJT）を行う。 
（４） LWUA と協力して対象水道区職員及び理事会会長を対象として実施する研修プログラム（経

営・財務管理、上水道システム、水質管理）及びセミナーを指揮する。また、上記研修プロ

グラムのうち、水質管理コースの講師を行う。* なお、研修期間は１コース５日間程度とするが、

研修コースの実施詳細内容等（使用教材、講師の編成（LWUA の講師を含む）については、LWUA と協議し

て決定する。

以 上
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【単位：円】

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

（05.7-06.3） （06.4-07.3） （07.4-08.3） （08.4-09.3） （09.4-10.3） （10.4-10.6）

（１）専門家 58,169,000 68,011,000 56,314,600 77,597,000 56,314,600 16,757,300 333,163,500

（２）機材 0 5,600,000 0 7,600,000 0 0 13,200,000

（３）契約 17,100,000 22,800,000 22,800,000 22,800,000 22,800,000 5,700,000 114,000,000

（４）現地活動 3,997,000 14,251,000 108,736,000 14,611,000 108,986,000 1,369,000 251,950,000

１）設計費 0 9,000,000 0 9,000,000 0 0 18,000,000

２）施工監理費 0 0 4,000,000 0 4,000,000 0 8,000,000

３）工事費 0 0 100,000,000 0 100,000,000 0 200,000,000

４）出張旅費 450,000 810,000 690,000 900,000 690,000 195,000 3,735,000

５）会議費 180,000 160,000 140,000 180,000 140,000 60,000 860,000

６）一般業務費 3,367,000 4,281,000 3,906,000 4,531,000 4,156,000 1,114,000 21,355,000

（５）研修プログラム 600,000 7,200,000 3,600,000 7,200,000 3,600,000 1,200,000 23,400,000

合　計 79,866,000 117,862,000 191,450,600 129,808,000 191,700,600 25,026,300 735,713,500

費目

実行予算総括表（２００５～２０１０年度）

合計

添付資料 7. プロジェクト実行予算積算書 
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合計 備考

（１）専門家 58,169,000

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 9 人月 26,775,000 2号

日当宿泊 18,000 円 × 225 日分 4,050,000 30+30x0.9+210x0.8=225

航空運賃 241,500 円 × 1 往復 241,500 ﾋﾞｼﾞﾈｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 9 人月 23,445,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 225 日分 3,465,000 30+30x0.9+210x0.8=225

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

（２）機材 0

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 0 WDs 0 HACH RD/2010同等品

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 0 WDs 0 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 0 WDs 0 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 0 WDs 0 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 17,100,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 9 人月 14,400,000

現地手当 300,000 円 × 9 月 2,700,000

（４）現地活動 3,997,000

１）設計費 900,000 円 × 0 WDs 0 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 0 WDs 0 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 0 WDs 0

４）出張旅費 15,000 円 × 30 回 450,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 9 回 180,000 1回/月

６）一般業務費 3,367,000

イ）傭人費 24,000 円 × 18 人月 432,000 9人月×2名

ロ）資機材購入費 180,000 円 × 1 式 180,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 180,000 円 × 1 式 180,000 24万円/年

ニ）消耗品費 375,000 円 × 1 式 375,000 50万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 150,000 円 × 1 式 150,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 350 日 1,750,000 2台x5ヶ月+1台x4ヶ月

ヘ）資料等作成費 300,000 円 × 1 式 300,000 40万円/年

（５）研修プログラム 30,000 円 × 20 人 600,000 3万円/1人(10WDs)

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

参加者：GM+経理(2名/WD)

合　計 79,866,000

民間専門家単価（平成16年度）

号 月単価 諸経費120% 技術経費40%　　　　合　計

2 966,000 1,159,000 850,000 2,975,000

3 846,000 1,015,000 744,000 2,605,000

第１年次（２００５年７月～２００６年３月）

費目 単価 数量
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合計 備考

（１）専門家 68,011,000

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 8 人月 23,800,000 2号

日当宿泊 18,000 円 × 210 日分 3,780,000 60+60x0.9+120x0.8=210

航空運賃 241,500 円 × 2 往復 483,000 ﾋﾞｼﾞﾈｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 4 人月 10,420,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 105 日分 1,617,000 30+30x0.9+60x0.8=105

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

３）水道施設設計 人件費 2,605,000 円 × 8 人月 20,840,000 2号

日当宿泊 15,400 円 × 210 日分 3,234,000 60+60x0.9+120x0.8=210

航空運賃 192,500 円 × 2 往復 385,000 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

４）水理地質・地下水開発 人件費 2,605,000 円 × 1 人月 2,605,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 30 日分 462,000

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

（２）機材 5,600,000

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 0 WDs 0 HACH RD/2010同等品

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 10 WDs 1,100,000 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 10 WDs 2,000,000 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 10 WDs 2,500,000 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 22,800,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 12 人月 19,200,000

現地手当 300,000 円 × 12 月 3,600,000

（４）現地活動 14,251,000

１）設計費 900,000 円 × 10 WDs 9,000,000 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 0 WDs 0 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 0 WDs 0

４）出張旅費 15,000 円 × 54 回 810,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 8 回 160,000 1回/月

６）一般業務費 4,281,000

イ）傭人費 24,000 円 × 24 人月 576,000 12人月×2名

ロ）資機材購入費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ニ）消耗品費 500,000 円 × 1 式 500,000 50万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 200,000 円 × 1 式 200,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 425 日 2,125,000 3台x1ヶ月+2台x7ヶ月

ヘ）資料等作成費 400,000 円 × 1 式 400,000 40万円/年

（５）研修プログラム 30,000 円 × 240 人 7,200,000 3万円/1人(60WDs)

M&A：4回、SW：4回

M&A=GM+会長(2名/WD)経営ｺｰｽ

合　計 117,862,000 SW=GM+技師(2名/WD)基礎ｺｰｽ

第２年次（２００６年４月～２００７年３月）

費目 単価 数量
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合計 備考

（１）専門家 56,314,600

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 7 人月 20,825,000 2号

日当宿泊 18,000 円 × 192 日分 3,456,000 90+60x0.9+60x0.8=192

航空運賃 241,500 円 × 3 往復 724,500 ﾋﾞｼﾞﾈｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 1 人月 2,605,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 30 日分 462,000

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

３）水道施設設計 人件費 2,605,000 円 × 7 人月 18,235,000 2号

日当宿泊 15,400 円 × 192 日分 2,956,800 90+60x0.9+60x0.8=192

航空運賃 192,500 円 × 3 往復 577,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

４）水理地質・地下水開発 人件費 2,605,000 円 × 2 人月 5,210,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 57 日分 877,800 30+30x0.9=57

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

（２）機材 0

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 0 WDs 0 HACH RD/2010同等品

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 0 WDs 0 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 0 WDs 0 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 0 WDs 0 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 22,800,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 12 人月 19,200,000

現地手当 300,000 円 × 12 月 3,600,000

（４）現地活動 108,736,000

１）設計費 900,000 円 × 0 WDs 0 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 10 WDs 4,000,000 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 10 WDs 100,000,000

４）出張旅費 15,000 円 × 46 回 690,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 7 回 140,000 1回/月

６）一般業務費 3,906,000

イ）傭人費 24,000 円 × 24 人月 576,000 12人月×2名

ロ）資機材購入費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ニ）消耗品費 500,000 円 × 1 式 500,000 50万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 200,000 円 × 1 式 200,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 350 日 1,750,000 2台x7ヶ月

ヘ）資料等作成費 400,000 円 × 1 式 400,000 40万円/年

（５）研修プログラム 30,000 円 × 120 人 3,600,000 3万円/1人(60WDs)

SW：4回

SW=GM+技師(2名/WD)上級ｺｰｽ

合　計 191,450,600

第３年次（２００７年４月～２００８年３月）

費目 単価 数量
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合計 備考

（１）専門家 77,597,000

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 8 人月 23,800,000 2号

日当宿泊 18,000 円 × 210 日分 3,780,000 60+60x0.9+120x0.8=210

航空運賃 241,500 円 × 2 往復 483,000 ﾋﾞｼﾞﾈｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 5 人月 13,025,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 129 日分 1,986,600 30+30x0.9+90x0.8=129

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

３）水道施設設計 人件費 2,605,000 円 × 6 人月 15,630,000 2号

日当宿泊 15,400 円 × 162 日分 2,494,800 60+60x0.9+60x0.8=162

航空運賃 192,500 円 × 2 往復 385,000 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

４）水理地質・地下水開発 人件費 2,605,000 円 × 1 人月 2,605,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 30 日分 462,000

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

５）浄水施設維持管理 人件費 2,605,000 円 × 4 人月 10,420,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 114 日分 1,755,600 60+60x0.9=114

航空運賃 192,500 円 × 2 往復 385,000 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

（２）機材 7,600,000

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 4 WDs 2,000,000 HACH RD/2010同等品

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 10 WDs 1,100,000 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 10 WDs 2,000,000 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 10 WDs 2,500,000 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 22,800,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 12 人月 19,200,000

現地手当 300,000 円 × 12 月 3,600,000

（４）現地活動 14,611,000

１）設計費 900,000 円 × 10 WDs 9,000,000 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 0 WDs 0 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 0 WDs 0

４）出張旅費 15,000 円 × 60 回 900,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 9 回 180,000 1回/月

６）一般業務費 4,531,000

イ）傭人費 24,000 円 × 24 人月 576,000 12人月×2名

ロ）資機材購入費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ニ）消耗品費 500,000 円 × 1 式 500,000 50万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 200,000 円 × 1 式 200,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 475 日 2,375,000 3台x2月+2台x6月+1台ｘ１月

ヘ）資料等作成費 400,000 円 × 1 式 400,000 40万円/年

（５）研修プログラム 30,000 円 × 240 人 7,200,000 3万円/1人(60WDs)

M&A：4回、WQ：4回

M&A=GM+経理(2名/WD)財務管理ｺｰｽ

合　計 129,808,000 WQ=GM+技師(2名/WD)水質管理ｺｰｽ

第４年次（２００８年４月～２００９年３月）

費目 単価 数量
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合計 備考

（１）専門家 56,314,600

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 7 人月 20,825,000 2号

日当宿泊 18,000 円 × 192 日分 3,456,000 90+60x0.9+60x0.8=192

航空運賃 241,500 円 × 3 往復 724,500 ﾋﾞｼﾞﾈｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 1 人月 2,605,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 30 日分 462,000

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

３）水道施設設計 人件費 2,605,000 円 × 7 人月 18,235,000 2号

日当宿泊 15,400 円 × 192 日分 2,956,800 90+60x0.9+60x0.8=192

航空運賃 192,500 円 × 3 往復 577,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

４）水理地質・地下水開発 人件費 2,605,000 円 × 2 人月 5,210,000 3号

日当宿泊 15,400 円 × 57 日分 877,800 30+30x0.9=57

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰY2（週末運賃）

（２）機材 0

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 0 WDs 0 HACH RD/2010同等品

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 0 WDs 0 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 0 WDs 0 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 0 WDs 0 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 22,800,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 12 人月 19,200,000

現地手当 300,000 円 × 12 月 3,600,000

（４）現地活動 108,986,000

１）設計費 900,000 円 × 0 WDs 0 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 10 WDs 4,000,000 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 10 WDs 100,000,000

４）出張旅費 15,000 円 × 46 回 690,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 7 回 140,000 1回/月

６）一般業務費 4,156,000

イ）傭人費 24,000 円 × 24 人月 576,000 12人月×2名

ロ）資機材購入費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 240,000 円 × 1 式 240,000 24万円/年

ニ）消耗品費 500,000 円 × 1 式 500,000 50万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 200,000 円 × 1 式 200,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 400 日 2,000,000 3台x2月+2台x5月

ヘ）資料等作成費 400,000 円 × 1 式 400,000 40万円/年

（５）研修プログラム 30,000 円 × 120 人 3,600,000 3万円/1人(60WDs)

M&A：4回

M&A=GM+担当(2名/WD)経営ｺｰｽ

合　計 191,700,600

第５年次（２００９年４月～２０１０年３月）

費目 単価 数量
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合計 備考

（１）専門家 16,757,300

１）チームリーダー 人件費 2,975,000 円 × 2 人月 5,950,000 2号

日当宿泊料 18,000 円 × 57 日分 1,026,000 30+30x0.9=57

航空運賃 241,500 円 × 1 往復 241,500 ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾗｽ(週末運賃)

２）経営・財務 人件費 2,605,000 円 × 2 人月 5,210,000 3号

日当宿泊料 15,400 円 × 57 日分 877,800 30+30x0.9=57

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰｸﾗｽY2（週末運賃）

３）浄水施設維持管理 人件費 2,605,000 円 × 1 人月 2,605,000 3号

日当宿泊料 15,400 円 × 30 日分 462,000

航空運賃 192,500 円 × 1 往復 192,500 ｴｺﾉﾐｰｸﾗｽY2（週末運賃）

（２）機材 0

１）簡易水質分析器（吸光光度計） 500,000 円 × 0 WDs 0 HACH RD/2010

２）水質検査器（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ残留塩素計） 110,000 円 × 0 WDs 0 試験薬不要ﾀｲﾌﾟ

３）料金徴収管理関連機材 200,000 円 × 0 WDs 0 PC及び関連ｿﾌﾄ

４）複写機 250,000 円 × 0 WDs 0 机上ﾀｲﾌﾟ

（３）契約 5,700,000

１）調整員 人件費 1,600,000 円 × 3 人月 4,800,000

現地手当 300,000 円 × 3 月 900,000

（４）現地活動 1,369,000

１）設計費 900,000 円 × 0 WDs 0 工事費の9%

２）施工監理費 400,000 円 × 0 WDs 0 工事費の4%

３）工事費 10,000,000 円 × 0 WDs 0

４）出張旅費 15,000 円 × 13 回 195,000 比国内航空賃

５）会議費 20,000 円 × 3 回 60,000 1回/月

６）一般業務費 1,114,000

イ）傭人費 24,000 円 × 6 人月 144,000 12人月×2名

ロ）資機材購入費 60,000 円 × 1 式 60,000 24万円/年

ハ）機材保守・管理費 60,000 円 × 1 式 60,000 24万円/年

ニ）消耗品費 125,000 円 × 1 式 125,000 100万円/年

ホ）通信運搬費 通信費 50,000 円 × 1 式 50,000 20万円/年

車輌借上 5,000 円 × 75 日 375,000 2台x1月+1台x1月

ヘ）資料等作成費 100,000 円 × 1 式 100,000 40万円/年

ト）セミナー開催費 200,000 円 × 1 式 200,000 80万円/年

（５）研修プログラム 20,000 円 × 60 人 1,200,000 2万円/1人(60WDs)

ｸﾛｰｼﾞﾝｸﾞｾﾐﾅｰ：参加者：GM

合　計 25,026,300

第６年次（２０１０年４月～２０１０年６月）

費目 単価 数量
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（１） NUMANCIA WD （2004 年 11 月末のデータ）

水道区名 NUMANCIA WD 

地域 Aklan Province, Region 6 

設立及び変遷 1989 年に設立。LWUA の融資（約 1,500 万ﾍﾟｿ）を受けて施設が建設さ

れ 1990 年に運営を開始。建設当時から唯一 GM が変わっていない WD

である。LWUA への長期債務返済の滞りについては、Numancia 

municipality 及び Makato municipality の両者の水源における水質が

次第に悪化したことが原因であるとしている。 

クラス Average & pre-credit worthy WD, 4th municipality 

人口 37,707 人 

給水人口（給水率） 10,692 人（28.4%） 

給水区域は 3つの Municipality を対象としている。 

接続数 2,412 栓 メーター栓数 

稼働数 1,782 栓 内訳:Numancia municipality 約 1,000 栓、Lezo 

municipality 約 500 栓、Makato municipality 約 280 栓 

職員数 16 名（内ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ 9 名、部課組織はなく Engineer は 1 名のみ ） 

職員一人当たりの給水栓数 105 栓／人 

無収水率 17% *ﾒｰﾀｰの故障が多く請求水量が実際より多く計上さている可能性

があり、ﾃﾞｰﾀｰの信憑性に疑問がある。 

料金徴収率(当該年度請求

分) 

86% 

年間水道料金収入（2004 年

11月までの11ヶ月間の実績

を 1年間に換算したもの） 

当該年度請求額：7,897,277 ﾍﾟｿ（369 ﾍﾟｿ/月栓）*ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰを含む 

当該年度徴収額：7,648,358 ﾍﾟｿ *過去の年度の未納分徴収を含む 

総経費：10,262,864 ﾍﾟｿ 

経費内訳 一般管理費・運転費 6,101,604 ﾍﾟｿ 

 メンテナンス費 1,033,708 ﾍﾟｿ 

 減価償却費  896,403 ﾍﾟｿ 

債務利子  2,231,148 ﾍﾟｿ（未払い） 

純利益：-2,309,007 ﾍﾟｿ 

長期債務残高（2004 年 11 月

末現在） 

12,266,564 ﾍﾟｿ（元本）＋21,285,500（利子・ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰ未払い累積分）

=33,552,064 ﾍﾟｿ（うち、当該年度は元本 100,000 ﾍﾟｿのみ返済） 

水道施設の概要 Municipality 毎に 3つの独立した水道システムとなっている。3システム合計の

請求水量（2004 年 11 月実績）は 26,427m3/月=880m3/日、14.8m3/月栓=0.49m3/日

栓=82 ﾘｯﾄﾙ/人日 

Numancia municipality 

水道水源は井戸が 2本。1本（Laguinbanua east PS）は比較的良好な水質。もう

1本の井戸（Aliputos PS）は、ふみん質を含有するため昨年草の根無償で処理施

設を設置。但し予算の関係で全量処理に至らず、日送水量の約 1/3 に当たる 240m3

を朝夕 2時間計 4時間だけ配水している。 

Lisa municipality 

水道水源は井戸が 1本。水質は問題なし。 

Makato municipality 

水道水源は井戸が 1本。塩分を含んでおり飲料水には適さない。 

添付資料 8. ケーススタディ・レポート 
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水利用の概況 WD 設立当時 2,417 軒あった接続軒数が、水質の悪さ等の理由から顧客数が 1,782

軒に減少している。昨年 8 月に草の根無償で処理施設が設置されたが、処理水が

配水されるのは 24 時間給水の内、朝夕の 4時間のみのため顧客数の回復にはほと

んど寄与していない。また、経済的な面から水道料金を払えない家庭も出ている。

水道事業経営の

概要 

現在、LWUA への元本返済はもとより、金利の支払いも滞っている。年々LWUA への

負債額が増加しており財務的に事実上破綻している企業体である。2004 年 11 月

末時点で約 3,400 万ﾍﾟｿの債務があり再建は困難である。原因として以下の要因が

揚げられる。 

①当初の借入金利が 8.5%～12.5%、25 年返済となっているが、金利をまかなうだ

けの収入を上げることができず、その結果、返済遅延によるさらなる利子やペ

ナルティーが雪だるま式に増加した。その背景には、1980 年代末からフィリピ

ン政府の方針で WD の設立が推進され、WD の規模に応じた適切な財務計画がな

されないまま、無秩序にローンの貸付が行われた結果といえる。利子負担が仮

になかったとすると、減価償却後の純利益は総収入に対して 5％程度の赤字と

なり、企業努力によって黒字に転換することも可能な範囲となるが、いまや巨

額の債務に圧倒されて、返済はおろか経費を節約する意思もなくなってしまっ

ている。

②Numancia municipality は町の東側境界を流れる Numancia 川付近では良好な地

下水が得られている。ふみん質を含有する Aliputos PS は、水質良好な

Laguinbanua east PS から 2km しか離れておらず、当初の水道施設建設時の技

術的な井戸位置の選定ミスによる。

Makato municipality は今年中に Numancia WD から切り離し、新たに Makato WD

を設立することが、LWUA と Makato municipality によって決定されている。その

際水道施設の資産と同時に債務（約 700 万ﾍﾟｿ）も新 WD に移管されることになっ

ている。しかしながら、Makato の井戸は塩分を含むため飲料水に適さず、加えて

債務も引き継ぐとなれば LGU の財政支援なしに運営することは不可能であり、真

意が図り難いが、LWUA の不良債務焦げ付き対策とも考えられる。 

水道施設の問題

点 

水源施設: 

・Numancia municipality:地下水源がふみん質（hydrogen sulfide）を含有して

おり水質が悪い。草の根無償で処理施設を設置したが、処理水の配水は 1日 4

時間に限られている。 

・Makato municipality：地下水が塩分を含んでおり飲料水に適さない。飲料水供

給の代替案として、Numanicla municipality の東側境界付近の良好な地下水を

送水する案が考えられている。 

配水施設: 

・いずれのシステムも高架タンクの容量が少なくピーク時の水需要に対応できな

い。 

水道メーターと料金徴収: 

・水質が悪いため顧客が減少し、料金支払いも滞りがちである。 

・水道メーターの故障が多く交換が必要である。 

水道施設改善の

優先順位 

①未だ水道サービスがない Barangay への水道サービスの拡張に必要な配管網と

井戸の新設。

②運転経費削減のため既存井戸の旧式なエンジンポンプの電動水中ポンプへの更

新。停電の頻発で度々停止する処理施設のスタンバイ発電機の設置。

③Numancia、Lezo、Makato を連結するｲﾝﾀｰｺﾈｸｼｮﾝﾊﾟｲﾌﾟの布設。
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水道施設改善計

画案の内容 

Numancia の 2本の既存井戸の水供給能力の範囲内で出来るサービス区域の拡張に

必要な水道施設の新設。 

①Barangay Badio, Dogong East & West（Numancia municipality）へのサービス

拡張：新規接続栓数 200

②Barangay Buqasongon and Bagoto（Lezo municipality）へのサービス拡張：新

規接続栓数 150

*Numancia のふみん質を含有する Aliputos PS の井戸水を全量処理するには、更

に 500 万ﾍﾟｿの投資が必要である。その場合は、水質良好な地下水が得られる町

東部に新たな井戸を建設した方がより経済的と考えられる。 

資金投入額 1.工事費:427 万ﾍﾟｿ 

上記①の工事費：237 万ﾍﾟｿ 

上記②の工事費：190 万ﾍﾟｿ 

2.調査設計・工事監理費：55 万ﾍﾟｿ（工事費の 13%） 

3.予備費（Contingency）：72 万ﾍﾟｿ（1.+2.の 15%） 

合計予想資金投入額：499 万ﾍﾟｿ 

考えられるリス

ク 

・サービス区域の拡張を行っても、水道料金が支払えないため接続を望まない家

庭が出る可能性がある。 

・浅井戸（ハンドポンプ）がある家庭もあり、接続を望まない家庭が出る可能性

がある。 

プロジェクトを実施しない場合： 

・顧客数の減少により料金収入が減少し続け、LWUA への返済は一切行われず、次

第に維持費用や減価償却費が削られるようになり、最終的に解散される（LGU

あるいは LWUA に取り込まれる）。LWUA へ債務は放棄される。 

期待される効果 

プロジェクトを実施した場合： 

・未だ水道サービスがない Barangay へ水道サービスが供給できる。 

・サービス区域の拡張により顧客数が増え料金収入が増加する。しかしながら、

債務残高が大きいため利子の支払いが出来ず、債務残高も減少しないため財務

的にはプロジェクト実施の効果はない。 

プロジェクトを

実施した場合の

財務改善効果の

予測 

予定新規接続栓数 350 栓の 80%に当たる 280 栓が増加した場合の試算結果は以下

のとおり。 

年間料金収入の増加額：280 栓 x369 ﾍﾟｿ/月栓 x12 ヶ月=1,239,840 ﾍﾟｿ 

*上記の料金収入の増加額は、12 ヶ月分の債務利子 2,231,148 ﾍﾟｿよりも小さいた

め、債務残高が減ることはなく、債務が増え続けるスピードが緩くなるだけで、

財務改善効果はない。 

プロジェクト無 プロジェクト有

DOF モデル 1（財務 50％、運営 50％） Pre-CW Pre-CW
プロジェクトの

有無による信用

度クラスの変化 DOF モデル 2（財務 60％、運営 40％） Non-CW Non-CW
本ケース・スタ

ディで判明した

パイロトプロジ

ェクト対象WDの

選定条件案 

①本プロジェクトで投資を行っても、債務残高が大きく債務返済の目処が立たな

い WD は対象としない。
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（２） IBAHAY WD (2004 年 12 月末現在のデータ)

水道区名 IBAHAY WD 

地域 Aklan Province, Region 6, LWUA Area 5 

設立及び変遷 1970 年代から LGU によって運営されていた水道施設を 1990 年に設立

された WD が引き継いでいる。その後、地元選出国会議員の予算で改

修工事が２度に亘って行われているが、2001 年から始まった Phase 2

の工事では資金がなくなり配水管網等の更新工事が完成していない。

クラス Small & pre-credit worthy WD, 4th municipality 

人口 36,184 人 

給水人口（給水率） 1,284 人（3.5%） 

接続数 339 栓 メーター栓数 

稼働数 214 栓 

職員数 7 名（契約職員 2名を含む） 

*部課組織はなく meter-reader 兼 Plumber の 1名だけが技術職で漏水

時の補修に当たっている。以下が Ibahay WD の人員構成。 

① General Manager (GM) 1 名

② Book Keeper 1 名(契約職員)

③ Casher 1 名

④ Billing clerk 1 名

⑤ Meter-reader/Plumber 1 名

⑥ Pump operator 2 名（うち 1名は契約社員）

職員一人当たりの給水栓数 30 栓／人 

無収水率 59%  

無収水率の高い原因として以下の２点が挙げられる。 

①1970 年代からの古い配水管による漏水。

②WD の設立によってﾒｰﾀｰ料金制度が出来る以前の古い配水管からのﾒ

ｰﾀｰを通さない水使用（盗水）。

料金徴収率(当該年度請求

分) 

83% 

年間水道料金収入（2004 年

の実績） 

当該年度請求額：634,427 ﾍﾟｿ（247 ﾍﾟｿ/月栓）*ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰを含む 

当該年度徴収額：606,477 ﾍﾟｿ 

総経費：806,875 ﾍﾟｿ 

経費内訳 一般管理費・運転費 727,893 ﾍﾟｿ 

 メンテナンス費 25,893 ﾍﾟｿ 

 減価償却費  2,141 ﾍﾟｿ 

債務利子  50,948 ﾍﾟｿ（未払い） 

純利益：-153,631 ﾍﾟｿ 

債務残高（2004 年 12 月末 

現在） 

531,900 ﾍﾟｿ（長期債務元本）＋96,090（利子・ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰ未払い累積分）
=627,990 ﾍﾟｿ（2004 年度は返済なし） 
*LWUA から設備融資ではなく、国会議員予算の執行に当たり技術料と
して LWUA に支払うべき工事費の 10%が、借入残高となっている。 

水道施設の概要 水源：深井戸１本（深度 59m、井戸口経 250mm） 

*ふみん質を含有しているが処理施設はなし。塩素注入装置も壊れており滅菌して

いない。2004 年 4 月に行った水質調査では、ふみん質の特徴である COD と色度

が高い値を示している（COD15ppm・色度 20）。
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揚水量：5,980m3/月=199m3/日 *井戸ポンプ場の流量計での計測値。1日 12 時間運

転。 

請求水量：2,458m3/月=82m3/日、11.5m3/月栓=0.38m3/日栓=64 ﾘｯﾄﾙ/人日 

貯水施設：1箇所の高架タンクで容量は 75m3。鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製。 

配水管：ポンプ場から高架タンクまでの送水管は PVC で管径φ150mm。送水管は配

水管としても併用されている。配水管網は PVC で管径はφ100～50mm。 

水利用の概況 地下水源がふみん質を含有しているため色度が高く、赤褐色のため飲料水として

使用されていない。そのため WD 設立当時 339 軒あった接続軒数が 214 軒に減少し

ている。 

飲料水としては、町の一部で地下 60m にφ50mm 程度の PVC ﾊﾟｲﾌﾟを挿入した自噴

井戸から良好な地下水が得られる所がある。また、個人の浅井戸（ﾊﾝﾄﾞﾎﾟﾝﾌﾟ）が

利用されている。 

水道事業経営の

概要 

現在の経営状況は、総経費が総収入を年間約 15 万ﾍﾟｿ上回っており、かつこれま

で減価償却費をほとんど計上していないが(2004 年末で長期資産の 0.5％程度償

却済み)、LWUA への債務が小さいため、経営・財務の改善は可能と考えられる。 

経費が収入を上回っている原因は、絶対的な顧客数の少なさ（214 栓）と無収水

率の高さ（59%）にある。WD の職員は通常 7分野（General Manager、Book Keeper、

Casher、Billing clerk、Meter-reader、Plumber、Pump operator をカバーしな

ければならないことから、一部兼務したとしても（Casher /Billing Clerk、

Meter-reader/Plumber など）、小規模 WDの職員数は最低 5名は必要となっており、

ポンプ場の数に応じて Operator の職員数を増員している。 

このケースから判ることは、WD が都市水道として機能するためには最低でも 300

栓が必要であり、一方現有人員構成でも 500～600 栓の運営管理が十分可能と考え

られる。 

水道施設の問題

点 

水源施設: 

・地下水源がふみん質を含有しており水質が悪い。 

・処理施設がない。 

・塩素注入装置が壊れており滅菌されていない（源水の水質は細菌検査では問題

としている） 

配水施設: 

・1970 年代からの古い配水管による漏水とﾒｰﾀｰ制度導入前の古い給水管による盗

水により、59%という高い無収水率となっている。 

・ｺﾝｸﾘｰﾄ製高架タンクが古く、管理用階段補修と内外面のｺｰﾃｨﾝｸﾞが必要である。

水道ﾒｰﾀｰと料金徴収: 

・水質が悪いため顧客が減少している。 

・ﾒｰﾀｰを通さない水使用（盗水）が多く改善が不可欠である。 

水道施設改善の

優先順位 

①Phase2 の工事でまだ完了していない送配水管網の更新・新設、既存高架タンク

の補修。

②井戸エンジンポンプの更新。もう 1基の高架タンクの建設

③塩素注入装置の設置

水道施設改善計

画案の内容 

①Phase2 の工事でまだ完了していない送配水管網の更新・新設、既存高架タンク

の補修

②ふみん質除去のための処理施設の新設（貯水タンクの建設、塩素注入装置の設

置、井戸ポンプの更新を含む。）、処理施設容量 300m3（既存井戸のポンプ運転時

間約 18 時間分）。
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*上記の改善計画案の実施により見込める接続栓増加数は以下のとおり。

既存サービス区域での接続栓数の回復：125 栓 

サービス区域の拡大による新規接続栓数：220 栓 

合計増加接続栓数：345 栓 

資金投入額 1.工事費:437 万ﾍﾟｿ 

上記①の工事費：72 万ﾍﾟｿ  

上記②の工事費：365 万ﾍﾟｿ （内訳：処理施設 300 万ﾍﾟｿ、水中ポンプ及び電力

接続工事 65 万ﾍﾟｿ） 

2.調査設計・工事監理費：57 万ﾍﾟｿ（工事費の 13%） 

3.予備費（Contingency）：74 万ﾍﾟｿ（1.+2.の 15%） 

合計予想資金投入額：568 万ﾍﾟｿ 

考えられるリス

ク 

・サービス区域の拡張を行っても、水道料金が支払えないため接続を望まない家

庭が出る可能性がある。 

・自噴地下水、浅井戸（ﾊﾝﾄﾞﾎﾟﾝﾌﾟ）がある家庭もあり、接続を望まない家庭が出

る可能性がある。 

プロジェクトを実施しない場合： 

・顧客数の減少により料金収入が減少し続け、LWUA への返済のみならず職員の給

与が払えなくなり、さらには燃料費・電気代が不足して WD の存続が危うくなる。

期待される効果 

プロジェクトを実施した場合： 

・処理施設の建設により水道水の水質が改善される 

・井戸ポンプの更新と処理施設に併設される貯水タンクと配水ポンプにより 24 時

間給水が可能となる。 

・配水管網の更新により無収水率が大幅に低減される。 

・未だ水道サービスがない地域へ水道サービスが供給できる。 

・上記の結果既サービス地域の接続栓数の回復と新たなサービス地域における新

規接続栓数の増加により料金収入が増加し、更なる整備・拡張のための資金確

保が可能となる。 

プロジェクトを

実施した場合の

財務改善効果の

予測 

予定新規接続栓数 345 栓の 80%に当たる 276 栓が増加した場合の試算結果は以下

のとおり。 

年間料金収入の増加額：276 栓 x252 ﾍﾟｿ/月栓 x12 ヶ月=834,624 ﾍﾟｿ 

接続栓数の増加に伴って総収入が約65万ﾍﾟｿから約150万ﾍﾟｿに増加することによ

り、減価償却費の積み立て及び LWUA への利子支払いが可能となる（現況の料金の

場合は 20 年で全資産が償却できる計算となる）。しかしながら、小規模経営のた

め、将来利子を負担して拡張するだけの費用対効果が得られないことから、今後

も LWUA 等からの借り入れは行うべきではない。さらなる拡張のための資金確保の

ためには、水質の向上に伴って利用者が料金引き上げに応じることが前提となる。

プロジェクト無 プロジェクト有

DOF モデル 1（財務 50％、運営 50％） Non-CW Pre-CW 

プロジェクトの

有無による信用

度クラスの変化 DOF モデル 2（財務 60％、運営 40％） Non-CW Pre-CW 

本ケース・スタ

ディで判明した

パイロトプロジ

ェクト対象WDの

選定条件案 

①本プロジェクトの投資によって１つの水道システムの改善が完結する WD。

②債務残高が少なく本プロジェクトの投資によって経営改善の可能性があり、将

来必要な施設の更新のための資金確保が見込める WD。

③施設の更新のための資金を確実に確保し、かつ自己資金によるサービス地域の

拡大のために、料金値上げに応じる WD（Public Hearing による合意形成を支援

の条件とする）。
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（３） SIBALOM WD (2004 年 6 月末現在のデータ)

水道区名 SIBALOM WD 

地域 Antique Province, Region 6 

設立及び変遷 Sibalom には 1935 年から水道施設があったが、1972 年に使えなくな

り市民は浅井戸を使用していた。その後 1995 年に WD が設立され、LWUA

の融資（5.22 百万ﾍﾟｿ）と国会議員予算（約百万ﾍﾟｿ）で新たに水道施

設が建設された。2003 年には LWUA から再度融資（1.91 百万ﾍﾟｿ）を

受け新しい 2本目の井戸が建設している。なお、現在の GM は WD 設立

後公募によって選ばれた土木技術者である。 

クラス Small & ？-credit worthy WD, 3rd municipality 

*2002年の信用度クラス分けでは財務データがLWUAに提出されていな

かったためリストに載っていない。本ｹｰｽ･ｽﾀﾃﾞｨで収集した資料に基

づいてクラス分けすると、近年収益率が下がっているため

Pre-Credit Worthy に分類されるが、数年前であれば Semi-Credit

Worthy に分類されたと考えられる。

人口 49,971 人 

給水人口（給水率） 8,550 人（17.1%） 

接続数 1,425 栓 メーター栓数 

稼働数 1,250 栓 

職員数 13 名（契約職員 3名を含む） 

*部課組織はなし。内訳：GM (1),Casher/collector(1), Book

keeper(1), Office clerk(1), Operator(3), Meter-reader(2),

Plumber(4)

職員一人当たりの給水栓数 96 栓／人 

無収水率 1%  

*上記は 2004 年 6月のポンプ場の送水管の流量計の計測値と請求水量

の差の値である。ﾒｰﾀｰ検針日がずれている可能性があり実際の数値

より低い値を示しているが、送配水管網が新しく無収水率が低いこ

とは間違いないようである。

料金徴収率(当該年度請求

分) 

87% 

年間水道料金収入（2004 年 6

月までの6ヶ月間の実績を1

年間に換算したもの） 

当該年度請求額：5,073,720 ﾍﾟｿ（338 ﾍﾟｿ/月栓）*ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰを含む 

当該年度徴収額：4,814,233 ﾍﾟｿ 

総経費：5,278,610 ﾍﾟｿ 

経費内訳 一般管理費・運転費 2,797,244 ﾍﾟｿ 

 メンテナンス費 1,379,716 ﾍﾟｿ 

 減価償却費  456,550 ﾍﾟｿ 

債務利子  635,100 ﾍﾟｿ 

純利益：-143,684 ﾍﾟｿ 

債務残高（2004 年 6 月末現

在） 

5,167,898 ﾍﾟｿ（長期債務元本）＋225,270(翌年度支払期限分) 
=5,393,168 ﾍﾟｿ 
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水道施設の概要 水源施設：深井戸 2本。2本とも水質は良好。深井戸の詳細は以下のとおり。 

1 本目の井戸：町の中心部にある WD の事務所に併設して 1995 年に建設。井戸

深度 56m。井戸径 300mm。揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ容量 15 ﾘｯﾄﾙ/秒。1日 14 時間運転。揚水量

0.015 ﾘｯﾄﾙ/秒 x3,600 秒 x14 時間=756m3/日（2005 年 1 月現在）。 

2 本目の井戸：町の東部に 2004 年に建設。井戸深度 32m。井戸径 250mm。揚水

ﾎﾟﾝﾌﾟ容量 20 ﾘｯﾄﾙ/秒。1日 1時間運転。揚水量 0.020 ﾘｯﾄﾙ/秒 x3,600 秒 x1 時

間=72m3/日（2005 年 1 月現在） 

合計揚水量：828m3/日（2005 年 1 月現在） 

請求水量：24,820m3/月=827m3/日、19.9m3/月栓=0.66m3/日栓=110 ﾘｯﾄﾙ/人日 

貯水施設：山の上に貯水タンクが 1 箇所あり容量は 75m3。鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製。井戸か

ら貯水タンクまでの送水管は配水管も兼ねており、夜間水使用量が少ない時間帯

に貯水され、日中水使用量が多い時間帯に貯水タンクから配水管に供給される仕

組みになっている。従って流入管と流出管が分離されておらず 1 本の管で併用し

ている。 

配水施設：配水管は PVC で最大管径φ150mm。給水管ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管と GI ﾊﾟｲﾌﾟ。漏水

対策として毎月地区毎に請求水量をﾁｪｯｸし、請求水量が極端に下がった場合は漏

水があるものとして検査と補修を行っている。また水圧が下がった場合も同じよ

うに漏水の検査と補修を行っており、それなりによく運営管理されている。配水

管網図は 1995 年の竣工時の青焼き図面が残っている。 

水道ﾒｰﾀｰと料金徴収:水道料金請求書をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰで行っている数少ない小規模 WD

の 1つである。 

*2 本目の井戸建設により供給能力が増強され、1日 24 時間のポンプ運転を行えば

（現在 1時間運転）更に 1日 1,650m3の水供給が可能であり、新たに約 1,900 世

帯への水道サービスが可能である。 

水利用の概況 水道の地下水源の水質が良いため飲料水として使用されている。家庭の浅井戸か

らは場所によってふみん質を含有した地下水が出ており、水道水の需要が高い地

域である。一方、良質な湧水がある地域もある。この地域では、雨季には水道を

使用しないが乾季には湧水が干上がるため水道を使用する家庭があり、季節によ

ってﾒｰﾀｰ接続栓数の稼働栓数が変動する特徴がある。 

水道事業経営の

概要 

1995 年の営業開始以来、近年まで毎年資産の 5％程度の減価償却を行いつつ黒字

経営を続けており、LWUA への融資も順調に返済している上に、社屋の増築を行う

ほどの余裕があった。しかしながら、ここ 2 年は燃料費の上昇によって赤字とな

り、①事業規模を拡大するか、②料金を上げるか、③コストを削減しなければ、3

～4年程度でこれまでの蓄えを使い果たして LWUA への利子を支払えなくなること

が予想される。会計担当者が会計規則を守らずに独自の財務諸表を作っているた

めに、会計に一貫性が欠けており、将来を見越した財務運営ができない状態にあ

る。会計検査院（Commissionaire of Audit）に経理方法の不備を指摘されて修正

中のため、2004 年 6 月末以降の財務諸表はまだできていない。 

*なお、現在実施中のKfW ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで、18百万ﾍﾟｿに上る施設整備計画の提案がLWUA

からあったが、融資額の大きさ、ならびに水道料金を 2倍に値上げしなければな

らない計画のため当 WD では合意しなかった経緯がある。

水道施設の問題

点 

水源施設: 

・水源井戸の水質は問題なし。 

・井戸ポンプにエンジンポンプを使用しているため運転経費が高い。 
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*昨年建設された 2本目の井戸もエンジンポンプであり、LWUA の井戸ポンプの標

準設計の見直しが必要である。

配水施設: 

・2 本目の井戸と町の既設配水管網を結ぶ連結管の管径が小さいため更新し、管

径を太くする必要がある（管径 3”→6”）。その結果沿線に位置する Barangay 

Catmn にも配水が可能となる。 

・貯水タンク容量が足りないため将来の水需要に対応するには増設が必要である。

水道ﾒｰﾀｰと料金徴収: 

・料金徴収率（現在 87%）を上げる更なる努力が必要である。 

水道施設改善の

優先順位（WD の

回答） 

①貯水タンクの新設（地上式・容量 500m3）

②連結管の更新及び Barangay Egana への配水管の拡張

③既存井戸エンジンポンプの電動水中ポンプへの更新

水道施設改善計

画案の内容 

①貯水タンクの新設（地上式・容量 500m3）

②連結管の更新（φ150mm, L=2.0km）、新規接続栓数：140 栓 (Barangay Catmn)

③Barangay Egana への配水管の拡張（φ150mm, L=4.5km）、新規接続栓数：500 栓

*上記③の Baranay Egana は Sibalom と Hamtic を結ぶ道路のほぼ中間点にある。

配水管を更に 5.5km 延長すれば Hamtic WD へも水供給が可能である（最大水供

給容量は約 1,000 世帯分）。Hamutic WD では井戸水源の水質の悪さが大きな課

題となっており、Sibalom WD の水質良好な水道水を Hamutic WD へ卸売りする

ことが、1つのｵﾌﾟｼｮﾝとして考えられる。 

資金投入額 1.工事費:532 万ﾍﾟｿ＋410 万ﾍﾟｿ 

上記①の工事費：350 万ﾍﾟｿ  

上記②の工事費：182 万ﾍﾟｿ 

＋上記③の工事費：410 万ﾍﾟｿ：*金額が本プロジェクトの予算枠を大きく超える

ため、LWUA の融資を利用する。本配水管の延長線上に Hamtic WD があるため、

Hamtic WD への配水も視野に入れることができる。） 

*通常配管工事は WD が直営（管材料調達と作業員雇い）で行っており、実施の工

事費は LWUA の工事単価で見積もった上記②③の工事費より安いと思われる。 

2.調査設計・工事監理費：70 万ﾍﾟｿ（工事費の 13%）＋53 万ﾍﾟｿ 

3.予備費（Contingency）：90 万ﾍﾟｿ（1.+2.の 15%）＋69 万ﾍﾟｿ 

合計予想資金投入額：692 万ﾍﾟｿ＋531 万ﾍﾟｿ（=1,221 万ﾍﾟｿ） 

考えられるリス

ク 

・サービス区域の拡張を行っても、水道料金が支払えないため接続を望まない家

庭が出る可能性がある。 

プロジェクトを実施しない場合： 

・2本目の井戸の水量が有効に活用できない。 

・資金確保までに時間がかかり未給水地域への水道サービスの実施が遅れる。 

・料金を上げるか、経費を削減しなければ、近々に LWUA への利子を払えなくなる

恐れがある。 

期待される効果 

プロジェクトを実施した場合： 

・2本目の井戸の水量が有効に活用できる。 

・未給水地域へ水道サービスが供給できる。 

・上記の結果新規接続栓数の増加により料金収入が増加し、収益が黒字に転換す

るとともに、更なる拡張のための資金確保が見込めるようになる（ただし、LWUA

融資を同時に導入した場合のみ） 
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プロジェクトを

実施した場合の

財務改善効果の

予測 

①本プロジェクトによる投資のみで実施した場合：

予定新規接続栓数 140 栓の 80%に当たる 112 栓が増加した場合の試算結果は以下

のとおり。 

年間料金収入の増加額：112 栓 x338 ﾍﾟｿ/月栓 x12 ヶ月=459,648 ﾍﾟｿ 

*事業規模の拡大に伴う一般経費の増加（収入増加分の 20％を想定）及び 20年間

の減価償却を考慮すると、収入の増加は支出の増加によってほぼ相殺されてしま

い、現行の赤字がほとんど解消できない。 

②LWUA 融資を同時に導入して Barangay Egana への配水を行った場合：

予定新規接続栓数 640 栓の 80%に当たる 512 栓が増加した場合の試算結果は以下

のとおり。 

年間料金収入の増加額：512 栓 x338 ﾍﾟｿ/月栓 x12 ヶ月=2,076,672 ﾍﾟｿ 

*追加投資分の費用対効果が高いため、一般経費、減価償却、金利負担（10～12％）

の追加分を考慮してもなおかつ、収入が支出を大きく上回るため、財務改善効果

が高い。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ無 ｸﾞﾗﾝﾄのみ ｸﾞﾗﾝﾄ+LWUA 

DOF モデル 1（財務 50％、運営 50％） Pre-CW Semi-CW Semi-CW 

プロジェクトの

有無による信用

度クラスの変化 DOF モデル 2（財務 60％、運営 40％） Pre-CW Pre-CW Semi-CW 

本ケース・スタ

ディで判明した

パイロトプロジ

ェクト対象WDの

選定条件案 

井戸水源の水質が良好で水道水の需要が高く、本プロジェクトの投資と LWUA の融

資を組み合わせることによって財務体質が強化され、将来必要な施設の更新・拡

張のための資金確保が見込める WD。 
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（４） PATUNONGON WD (2004 年 12 月末現在のデータ)

水道区名 PATUNONGON WD 

地域 Antique Province, Region 6 

設立及び変遷 1989 年に設立。LWUA の融資（約 400 万ﾍﾟｿ）及び国会議員予算（約 1.5

百ﾍﾟｿ）を受けて施設が建設され 1991 年に運営を開始。現在の GM は

電気技術者で運営開始後の 1992 年に就任。 

クラス Small & non credit-worthy WD, 4th municipality 

人口 31,555 人 

給水人口（給水率） 3,060 人（9.7%） 

設置数 628 メーター栓数 

稼働数 510 

職員数 5 名 

職員一人当たりの給水栓数 102 栓／人 

*部課組織はなし。内訳：GM (1),Casher/ Billing clerk (1), Book

keeper(1), Operator(1), Meter-reader & Plumber(1) 

無収水率 31% 

料金徴収率(当該年度請求

分) 

94% 

年間水道料金収入（2004 年

の実績） 

当該年度請求額：1,861,613 ﾍﾟｿ（314 ﾍﾟｿ/月栓）*ﾍﾟﾅﾙﾃｨｰを含む 

当該年度徴収額：1,857,209 ﾍﾟｿ 

総経費：2,086,753 ﾍﾟｿ 

経費内訳 一般管理費・運転費 1,476,082 ﾍﾟｿ 

 メンテナンス費 70,469 ﾍﾟｿ 

 減価償却費  242,968 ﾍﾟｿ 

債務利子  297,234 ﾍﾟｿ 

純利益：-158,219 ﾍﾟｿ 

債務残高（2004 年末現在） 3,210,883 ﾍﾟｿ（長期債務元本）＋116,888(翌年度支払期限分) ＋

=3,327,771 ﾍﾟｿ 

水道施設の概要 水源施設：深井戸１本。水質は良好。揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ容量 40m3/時。1日 10-11 時間運

転。ｴﾝｼﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟと電気ﾎﾟﾝﾌﾟを併用。塩素注入装置で滅菌している。 

揚水量:40m3/時 x10.5 時間=420m3/日 

請求水量：8,720m3/月=290m3/日、17.1m3/月栓=0.57m3/日栓=95 ﾘｯﾄﾙ/人日 

*揚水ﾎﾟﾝﾌﾟを 24 時間運転することにより、更に 540m3/日の水供給が可能である。

この量は更に約 630 世帯への水供給を可能とするものである。 

貯水施設：1箇所の高架タンクで容量は 100m3。鋼鉄製で高さ 24m。井戸ﾎﾟﾝﾌﾟ場敷

地内に併設されている。運転方法は高架タンクが満杯になったら井戸のﾎﾟﾝﾌﾟ運転

を停止。水位が中間まで下がったらﾎﾟﾝﾌﾟ運転を再開。ｵﾍﾟﾚｰﾀｰが水位計を目視し

てすべて手動でｽｲｯﾁの On-Off を行っている。 

配水施設：配水管は PVC で最大管径はφ150mm。給水管は GI ﾊﾟｲﾌﾟ。町中に消火栓

あり。 

水利用の概況 水道の地下水源の水質が良いため飲料水として使用されているが、鋼鉄製の高架

タンク内部の錆により赤水が発生するため、毎日 2 時間タンク内部と配水管内の
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錆をはき出すためﾌﾗｯｼﾝｸﾞを行っている。その間水道を使用しないように広報して

いる。 

既存の給水地域はまとまった市街地で効率的な配水条件下にある。一方、未給水

地域の Barabgay は一定の距離を保って点在しており、給水区域の拡大には数 km

の配水管布設工事が必要である。水道を利用していない家庭は浅井戸を使用して

いる。 

水道事業経営の

概要 

WD 設立当時からは顧客数が減少しているが、水道水の水質が良好であるため乾季

には少数ながら再接続が行われている。 

LWUA の債務の金利の支払い、元金返済も計画どおりに行われており、減価償却も

順調に進んでいる。小規模 WD としては比較的健全な経営を行っているが、料金収

入規模・自己資本金に比べ負債額が大きいため、2002 年の信用度クラス分けでは

Pre-credit worthy に区分されている。 

水道施設の問題

点 

水源施設: 

・井戸水源の水質は良好である。揚水ﾎﾟﾝﾌﾟも電動ﾎﾟﾝﾌﾟとｴﾝｼﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟの両方が併

設されており停電時にも運転可能である。雨季に井戸水位の低下現象が見られ

るが特に問題はない。 

配水施設: 

・高架タンクが鋼鉄製のため内部の錆によって赤水が発生する。このため毎日 2

時間ﾌﾗｯｼﾝｸﾞが必要である。 

水道メーターと料金徴収: 

・水道メーターの故障が多く交換が必要である。 

水道施設改善の

優先順位（WD の

回答） 

①隣接する Barangay への配水管の拡張

②故障水道メータの交換

③既存高架タンクの補修（ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗布、塩素注入を高架タンクの流出水に施す

ようにする等）と追加の高架タンクの新設

水道施設改善計

画案の内容 

①Barangay La Rioja までの配水管の拡張（φ150mm, L=3.0km）新規接続栓数：

330 栓（468 世帯の 70%）

②故障メーターの交換：200 個

③既設高架タンクの補修

④高架タンクの新設

資金投入額 1.工事費:317 万ﾍﾟｿ 

上記①の工事費：273 万ﾍﾟｿ  

上記②の工事費：14 万ﾍﾟｿ 

上記③の工事費：30 万ﾍﾟｿ 

（上記④の工事費：400 万ﾍﾟｿ：*金額が予算枠を大きく超えるため将来別資金で

実施。） 

*通常配管工事は WD が直営（管材料調達と作業員雇い）で行っており、実際の工

事費は LWUA の工事単価で見積もった上記①の工事費より安いものと思われる。

2.調査設計・工事監理費：41 万ﾍﾟｿ（工事費の 13%） 

3.予備費（Contingency）：54 万ﾍﾟｿ（1.+2.の 15%） 

合計予想資金投入額：412 万ﾍﾟｿ 

考えられるリス

ク 

・浅井戸から比較的良好な水が得られるため接続を望まない家庭が出る可能性が

ある。 

・水道料金を払えないため接続を望まない家庭が出る可能性がある。 
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プロジェクトを実施しない場合： 

・既存井戸の水量が有効に活用できない。 

・錆による赤水の発生が続き、ﾌﾗｯｼﾝｸﾞによる水量の損失が続く。 

・資金確保までに時間がかかり未給水地域への水道サービスの実施が遅れる。 

・ただし、LWUA による追加融資のみによって、プロジェクトを実施できる可能性

もある。 

期待される効果 

プロジェクトを実施した場合： 

・既存井戸の水量が有効に活用できる。 

・未給水地域へ水道サービスが供給できる。 

・上記の結果新規接続栓数の増加により料金収入が増加し、更なる拡張のための

資金確保が見込めるようになる。 

・赤水の発生を一定期間押さえることが出来、24 時間良好な水道水が使用できる。

・水道ﾒｰﾀｰの交換により正確な使用水量が請求出来る。同時に送水量との差から

漏水量が正確に把握でき漏水対策に役立つ。 

プロジェクトを

実施した場合の

財務改善効果の

予測 

予定新規接続 468 世帯の内 70%に当たる 330 栓が増加した場合の試算結果は以下

のとおり。 

年間料金収入の増加額：330 栓 x314 ﾍﾟｿ/月栓 x12 ヶ月=1,243,440 ﾍﾟｿ 

接続栓数の増加に伴って総収入が約 200 万ﾍﾟｿから約 300 万ﾍﾟｿに増加することに

より、年度末利益が 65 万ﾍﾟｿとなり、大きく黒字に転換する。仮に本プロジェク

トではなく LWUA からの融資を受けたとしても、毎年の金利（年約 50 万ﾍﾟｿ）を支

払うだけの能力はある。しかしながら、金利が高いことから、燃料費等が上昇し

たような場合には金利が負担できなくなる可能性もあることから、今回の投資費

用の少なくとも半額はグラントで賄うことが望ましい（ただし、LWUA の融資を受

けた場合に、工事費が高くなる可能性があることは問題である）。 

プロジェクト無 プロジェクト有 

DOF モデル 1（財務 50％、運営 50％） Pre-CW CW 

プロジェクトの

有無による信用

度クラスの変化 DOF モデル 2（財務 60％、運営 40％） Semi-CW CW 

本ケース・スタ

ディで判明した

パイロトプロジ

ェクト対象WDの

選定条件案 

井戸水源の水質が良好で水道水の需要が高く、本プロジェクトの投資と LWUA の融

資を組み合わせることによって財務体質が強化され、将来必要な施設の更新・拡

張のための資金確保が見込める WD。 
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